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はしがき

最近の日本の不安定な経済状況から, マクロ経済において最も費用がかからず,

収入を上げることを目指すならば, インバウンド観光旅行者を増やすことが重要

であり, そのためには既存の観光資源を利用して, 外部経済効果を上げながら地

域および日本全体を活性化していくことが第 1に考えられる｡ 観光は移動が伴う

ために, 日本人旅行者のみならず, 外国人旅行者にとって, まず交通の整備, と

りわけ空港の整備が必要となる｡

本叢書は, 日本における外国人旅行者の行動と空港の立地との関係に照準をあ

て, 主に 『JNTO訪日外客訪問地調査 2009』 ((財) 国際観光サービスセンター)

による 15 カ国のアンケート調査にもとづいて, 空港観光圏, 観光およびビジネ

ス目的別観光地の特徴, 外国人旅行者の満足度等に関する分析を行っている｡ こ

のうち, いくつかは ｢日本観光学会中部支部平成 22 年研究発表大会｣ (椙山女学

園大学) で発表されたものであり, ここで頂いたコメントなどを踏まえて加筆修

正が施されている｡ さらに, 本書はグローバル化の中で注目される中国の租界地

観光, 日本の過疎地域の在り方など多角的観点から構成されており, 今後の観光

研究に寄与できるものと考えている｡

本叢書に寄稿して頂いた麻生憲一先生 (奈良県立大学) ならびに角本伸晃先生

(椙山女学園大学) は, 本学経営総合科学研究所の客員研究員でもあり, 親交を

通じて同研究所の ｢まちづくり｣ プロジェクトでもたいへんお世話になっている｡

この場を借りて謝意を表する次第である｡

2011 年 1 月 21 日

愛知大学の研究室にて

神頭広好

�
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第 1章 日本の 3大都市圏における空港立地と
外国人観光旅行者行動

Ⅰ はじめに

空港立地に関する研究は, ネットワークモデルおよびグラビティモデルに関連

して, 年代に関わらず Hay (1973) および Black (2003) などによって説明さ

れており, 空港施設に関する立地については, Neufville (1976) および Janic

(2000) などによってデザインされている｡ また, 最近では空港と観光との関わ

りでは, 移動を伴うネットワークに照準があてられており, これについては

Duval (2007), Scott, Baggio および Cooper (2008) などの研究がある｡ さら

に, Forsyth, Gillen, Muller および Niemeier (2010) によって, ヨーロッパ

の空港を例にして空港料金, 空港旅行者行動の選択モデル, 空港の市場力, 空間

相互作用モデルおよびLCCなどの研究論文が整理されている｡

本研究では, まず空港の立地についてメディアン立地, ウェーバーモデルおよ

びネットワークモデルなどを応用した空港立地モデルを説明する｡ また, ハブ空

港1の基本的な立地モデルに加え立地システムに幾何学を応用した最適立地につ

いて考察する｡ ついで, 日本政府観光局編 『JNTO 訪日外客訪問地調査 2009』

(国際観光サービスセンター)2 にもとづいて観光ポテンシャルの観点から, ハフ

の確率モデルを用いて, 成田, 羽田, 中部, 関西の 4大国際空港のうち 1つの入

港空港をハブ空港とした場合の仮想的空港観光圏を導く｡ さらに, そのハフモデ

ルを対数中央化変換することによって導かれる ｢距離の抵抗―観光地魅力｣ 関数

1

1 大辞林によると, ハブとは中枢または拠点を意味しており, ハブ空港とは ｢幹線航空

路が集中するとともに, 地域の航空路の中継点となる空港｣ を指す｡

2 この調査は, 2009 年に JNTO (日本政府観光局) によって, 外国人旅行者の実態や訪

問地を把握するために実施されたものである｡ ここでは, 8 つの空港と１つの海港を

対象に調査が行われ, サンプル数が 15355 票である｡ それを踏まえ, 比較的票数が多

い 15 ヶ国が対象となっている｡



を 15 カ国の観光旅行者データに応用する｡ 最後に判別分析を用いて観光とビジ

ネスの目的の違いによる外国人旅行者の観光行動特性について考察する｡

Ⅱ 空港の立地

地方空港の立地要件については, 一般につぎのことが考えられる｡

(1)人口の集積, (2)企業の集積, (3)観光資源の数と質, (4)滑走路に必要な広大

な面積, (5)周辺の宿泊および交通条件, �周辺環境への影響など｡

以下では, 消費者の総運送費を最小にする空港の立地点を考えよう｡

1 線形都市の空港立地―中位 (メディアン) 立地の原理

(1) 図 1 から, 均一人口規模の 5 つの都市における空港の最適立地点は, 都市

Cである｡

都市 A, 都市 E または都市 A－E間に空港を立地する場合, どこに立地し

ても各都市から空港までの総距離は最小である｡ (X が�� �� �の範囲

にあるならば, 等号が成立しているゆえ�����������は最小距離を

示す｡ ちなみに, それは�����である) また, 都市 B, 都市 Dまたは都

市B－D間においても同様である｡ (Xが�� �� �の範囲にあるならば,

�����������������������は最小距離を示す) それゆえ, 各

都市からの総距離を最小にする都市Cが空港の最適立地点となる3｡

(2) 図 2 から, 均一人口規模の 6 つの都市における空港の最適立地点は, 都市

Cか都市Dまたはその都市間のどこかである｡

上記(1)と同様に考えると, 偶数の場合は中央部の最後の対のどちらかの都
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図 1 5 都市のケース

3 この説明については, Nahin (2004, 訳出 (上) pp.6-7) を参照せよ｡



市か都市間のどこかの立地点が最適立地点となる｡

(3) 図 3 から, 異なる人口規模を有する 6 つの都市における空港の最適立地点

は, 都市Dである｡

都市Aの人口 3万人, 都市 Bの人口 2万人, 都市 Cの人口 1万人, 都市 D

の人口 4万人, 都市Eの人口 1万人, 都市 Fの人口 2万人とすると, メディ

アンは 6.5 万人であることから都市 Dが適合する4｡ また, 上記の各ケース

と同様に考えると, D の最左端の●が該当することから都市 Dが空港の最

適立地点となる｡

2 平面都市の空港立地

(1) ウェーバーモデル

このモデルは, 基本は工業立地モデルであり, ｢非運送費を一定とすると総運

送費を最小にする立地点が工場の最適立地点となる｣ というものである｡ これを

空港に応用すると, 消費者の総運送費を最小にする立地点を最適立地点として,

つぎのモデルに置き換えることができる｡ すなわち,

3

図 2 6 都市のケース

図 3 人口規模の異なる 6都市のケース
注) ●は 1万人を示しており, 連接した●の数が都市の人口規模を指している｡

4 これについては, メディアン立地点が都市間に (小数点で) 示されても, ｢ハキミの定

理｣ (拙著, 2009) から多くの交通費がかからない人口規模の大きい都市の方に立地さ

れる｡
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から (X,Y) を求めることによって, 空港の最適立地点が導かれる｡

ただし, �����：空港の最適立地点座標, 	�：都市 i の人口, �
�����：都市 i

の立地点座標をそれぞれ示す｡

(2) ネットワークモデル

このモデルは, 総運送費を最小にする最適な組み合わせ (ネットワーク) を導

くために使われており, つぎのように表わされる｡

	�
�����������	�
	�
�����

これによって最小にする組み合わせを求めることから, その中で最有利な空港の

立地点が導かれる｡ ただし, 	����, もし ���� であれば, 	��� �����,

����������：ノード集合の番号, ���：ノード iとノード j間の時間距離, ��：

ノード j のウェイト, 	��：ノード i からノード j への最小ウェイト付き距離をそ

れぞれ示す｡

上記 2 つのモデルを日本の主要都市の人口および立地に応用すると, 拙著

(2002 年, 第 4 章) において 2つのモデルともに 1つ立地するとすれば東京都都

市部, 2 つ目は大阪都市部, 3 つ目は福岡都市部であった｡ 4 つ目以降は異なっ

た立地点を示している｡ これについては, ウェーバーモデルにおいては空間距離

が, ネットワークモデルにおいては時間距離がそれぞれ採用されていることに依

拠している｡ なお, この分析は観光レジャー施設について行われたものであるが,

空港についても利用者である多くの居住者がいる都市を対象にしており, 総運送

費を最小にする点では同じ立地結果が得られる｡

3 ハブ空港の立地

ハブ空港立地の要件としては, 上記の地方空港の立地要件に加え, グローバル

化に対応して, 以下のことが考えられる｡

(1)24 時間体制の運営, (2)空港内の大規模な待合室や連結路などの施設, (4)複

数以上の滑走路, (3)空港周辺の宿泊施設および大都市都心部へのアクセス

第 1章 日本の 3大都市圏における空港立地と外国人観光旅行者行動4



ハブ空港立地システムについては, 大きくは, グリッド型ネットワークとハブ

＆スポーク型ネットワークに分けられる5｡ 以下の図は, 5つの地方空港のみのケー

スと 5つの地方空港および 1つのハブ空港のケースが描かれている｡

図 4および図 5から, ハブ空港の長所としては直行便を減らすことができる｡

例えば, 一般にグリッドタイプではN地点の空港から成る直行便の組み合わせ

は
��

�������
であるが, ハブ空港を Nの空港群の中に立地すると���の組み

合わせで済む｡ これを踏まえ, 大型機材による費用減長期において規模の経済に

よって, 費用を減らすことができる｡

一方, ハブ空港の短所としては, 人気のある地域空港間においては, 直行便で

済んだものの, 2 便利用することになる｡ このことから乗換時間および運送費が

増加する場合がある｡ また, 多くの乗り継ぎ旅客のための待合室や連結通路など

のサービス施設, さらに機材がハブ空港に集中することから, 機体整備など効率

良い運営を維持するための投資や人件費が拡大する｡

4 ハブ空港の立地モデル

ここでは, まずフェルマー‐シュタイナーの問題6と言われている三角形に対

してシュタイナー点と呼ばれている点を導くことで, ハブ空港の立地点を考えて

見よう｡

図 6から, △XBC, △YABおよび△ZBGはそれぞれ正三角形であり, △BYZ

と△BAG は合同であることから, YZ＝AG, BG＝ZG が成り立ち, YZ＋ZG＋

GC＝AG＋BG＋CG から, G は A, B, C の各点から総距離を最小にする点で

ある7｡ ちなみに, ∠AGB＝∠BGC＝∠CGA＝120°である｡ ここで△ABC が正

5

5 中尾 (ANA総合研究所編, 2008 年, 第 13 章) においては, 他のネットワークについ

ても説明されている｡

6 これは, ｢三角形の 3つの各頂点からの距離の総和を最小にする点はどこか｣ と言う問

題であり, Nahin (2004, 訳出 (上), pp.139-146) によると, この点をトリチェリ点

またはフェルマー点と呼ばれている｡ ここでは, フェルマー点と呼ぶ｡

7 別の解法については, Nahin (2004, 訳出, pp.139-146) を参照せよ｡
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図 4 グリッド型ネットワーク
注) ●は地方空港を, ―は直行便をそれぞれ示す｡

図 5 ハブ＆スポーク型ネットワーク
注) ●は地方空港を, ○はハブ空港を, ―は直行便をそれぞれ示す｡ (図 7 同様)



三角形である場合は, Gは重心である｡ また△ABCの各内角は 120°以下である

必要がある｡ しかし, 1 つの内角が 120°以上の場合は, その内角をはさむ頂点

が総距離を最小とする点となる｡

上記のフェルマー点に鑑み, 4 つの空港に対して 2つのハブ空港を作るケース

では, 図 7 の立地体系が考えられる｡ 空港がA, B, C, D であり, ハブ空港は

G1 およびG2 である｡

ただし, ∠A G1B＝∠B G1G2＝∠C G2D＝∠C G2G1＝120°である8｡

7

図 6 ハブ空港としてのフェルマー点

8 Nahin (2004, 訳出 (下), pp.139-146) によると, デルタ航空でもフェルマー‐シュ

タイナーの問題が議論されたことがあるようである｡



ちなみに, 日本の国内空港に対するハブ空港の立地については, 日本の形状か

ら弓型であることや東京に人口や企業が一極的に集中していることから, 幾何学

的なモデルよりもウェーバーモデルやネットワークモデルから導かれる方が現実

的である｡

Ⅲ-A 空港観光圏に関する観光ポテンシャルモデル9

ハフの確率モデルは, マーケティングの分野において商圏を導くのに用いられ

ている｡ このモデルは一般に,

第 1章 日本の 3大都市圏における空港立地と外国人観光旅行者行動8

図 7 2 つのハブ空港 (G1, G2) の立地

9 このモデルは, 神頭・竹生 (2010, 11 月) にもとづいて加筆修正されている｡ (Ⅲ-B

のモデルも同様)
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で表わされる｡ ただし, Pij は空港別の外国 i の観光旅行者が観光地 j を訪れる確

率, Aj は観光地 j の魅力, Tsj は空港 s と観光地 j 間の距離, γ(＞0) は距離の

抵抗係数, λ(＞0) は観光資源の魅力度係数をそれぞれ示す｡

ここでは, 日本政府観光局編 『JNTO訪日外客訪問地調査2009』 (国際観光サー

ビスセンター) のデータにもとづいて, 相対的に国土の狭い日本において, 入港

したどの空港を利用しても外国人旅行者が観光地を訪れるシェア (訪問率) は,

観光地の相対的な魅力を示しているという仮定の下で, 空港がハブ空港として 4

つのいずれかに立地される場合の仮想的空港観光圏を考えよう｡ まずAj を外国 i

の観光旅行者が観光地 j を訪れるシェア10を魅力度として, Tsj を 4 つの各空港か

らの直線距離11として, これらを (1) 式に代入すると, 以下の分析結果 (表 1)

が得られた｡ ただし, (1) 式はλ＝1およびγ＝1で計算されている｡

上記の分析から, 表 1において (1) 成田および羽田のケースでは, 高い確率で

東京都のみに集中, (2) 中部空港のケースでは, 名古屋への訪問はアジア系の旅

行者が比較的多いもののその確率は相対的に低い｡ (3) 関西空港のケースでは,

アジア系の旅行者は東京と比較すると大阪市へ多く訪れる確率は高いが, 逆に欧

米系の旅行者は低い｡

ここでのハフの確率モデルにもとづく空港の観光圏とⅣにおける観光地から,

成田国際空港 (または相対的に近く, 将来国際化される羽田空港), 中部国際空

港, 関西国際空港の各空港の観光圏は, 図 8に描かれよう｡

9

10 ここで用いたシェアは, 観光目的の訪問率データ (日本政府観光局編 2010, pp.77-

104) にもとづいている｡ ただし, アンケートに応じた観光目的の外国人旅行者は

7495 人で, 全体の半分くらいであり, そのうちインド 11 人およびロシア 28 人とかな

り少ないことに注意を要する｡

11 これについては, MapInfo10.0 (GIS ソフト) を用いて計測されている｡ (Ⅲ-Bも同様)



Ⅲ-B ハフの確立モデルを応用した ｢距離の抵抗―観光地魅力｣ 関数

ここでは, どこの空港を利用してどの観光地 j を何人訪れたかという全数が分

からないことから, アンケート調査データのシェアが確率と相対的魅力の両方を

意味しているという観点に立つと, (1) 式は,
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で表わされる｡ ただし, Aij は外国 i の旅行者が空港 sに入港した上で観光地 j を

訪れる確率 (ここではシェア) であり, それはまた観光地 j の魅力をも示してい

る｡ Tsj は空港 sから観光地 j (都市において役所立地点) への直線距離, γ(＞0)

は距離の抵抗係数, λ(＞0) は観光資源の魅力度係数をそれぞれ示している｡

第 1章 日本の 3大都市圏における空港立地と外国人観光旅行者行動10

図 8 日本の 3大国際空港の観光圏



ここで, (2) 式に対数中央化変換12を応用すると,

�������
�

� �
�

���

�����������
���

������������
�

�

�����
���

������������
�

�

���

である｡ さらに (3) 式を整理すると,

�������
�

� �
�

���

��������
�

���
��������

�

� �
�

���

������� �	�

で表わされる｡ (4) 式を 15 カ国のアンケート調査データに応用すると, 適合性

の高い分析結果は以下のとおりである｡

成田国際空港入港の中国観光旅行者のケース：

A＝0.434
(2.683)
T (相関係数：0.434) 1 ＜λ

11

12 これについては, 中西 (1984, 第 6 章) を参照せよ｡
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表 1 ハフの確立モデルにもとづく仮想的空港観光圏

注) ここでは, 黄色枠の数値は 0.1 (確率 10％) 以上を示す｡



羽田空港入港の中国観光旅行者のケース：

A＝0.435
(2.692)
T (相関係数：0.435) 1 ＜λ

羽田空港入港のタイ観光旅行者のケース：

A＝－0.447
(－2.292)

T (相関係数：0.447) 0 ＜λ＜1

ただし, ���������
�

� �
�

���

������および���������
�

� �
�

���

������である｡

上記の推計結果から, つぎのことが考察される｡

(1) 中国人観光旅行者については, 成田国際空港または羽田空港を拠点とした

場合, 推計された係数がそれぞれ正で 0.434 および 0.435 であり, ともに 1

以下であることから, (3) 式より 1＜λである｡ したがって, どちらの空港

を拠点としても距離の抵抗よりは観光資源の魅力を選好している傾向が見ら

れる｡ とりわけ, 成田拠点も羽田拠点も, 相対的に距離の抵抗より観光資源

の魅力を選好する傾向は同じである｡

(2) タイ人観光旅行者については, 羽田空港を拠点とした場合, 推計された係

数は－0.447 であり, (3) 式より 0＜λ＜1 であることから, 距離の抵抗と

観光資源の魅力の相対的な大きさは分からないが, 中国観光旅行者と比較す

ると, 観光資源の魅力に対する選好は相対的に小さいように見える｡ これら

については, 日本の 4つの空港からの距離を採用して推計しているために,

中国からの距離およびタイからの距離が影響している可能性もある13｡

Ⅳ 観光・ビジネス目的別観光行動特性

ここでは上記の分析同様に 『JNTO訪日外客訪問地調査 2009』 を利用して,

第 1章 日本の 3大都市圏における空港立地と外国人観光旅行者行動12

13 これについては, Ⅳの判別分析にもとづく表 3 および表 4 からもタイ人よりは中国人

の方が, 入港した空港に関わらず比較的多くの観光地に惹きつけられている傾向にあ

る｡



外国人旅行者の観光・ビジネス目的別観光地に関して判別分析を行った｡ その結

果Wilks のラムダ14から, 3 つの大都市圏観光地において各有意確率＜有意水準

(0.05) より, 観光目的とビジネス目的の観光地に対して有意な差があることが

分かった｡ (判別関数は省略)

分析の結果は, 以下のとおりである｡

(1) 東京大都市圏において, まず観光目的で行く観光地については, 表 2 から

マイナスの係数が高いものに着目すると, 皇居, 築地, 東京タワー, 新宿,

渋谷, TDR などが上げられる｡ これらの観光地に比較的強く関わっている

国は, 表 3からタイ, マレーシア, 英国およびロシアなどである｡ 一方ビジ

ネス目的で行く観光地については, 表 2からプラスの係数が高いものに着目

すると, 銀座・有楽町, 赤坂, 浅草, 東京駅周辺・日本橋などが上げられる｡

これらの観光地に比較的強く関わっている国は, 表 3から中国, シンガポー

ル, インド, オーストラリア, カナダ, ドイツなどである｡ 総じて, 同大都

市圏においては観光, ビジネスの目的に関わらず各国まんべんなく外国人旅

行者が訪れている傾向が伺える｡

(2) 名古屋大都市圏において, まず観光目的で行く観光地については, 表 2 か

らマイナスの係数が高いものに着目すると, 東京大都市圏における観光地ほ

ど強く作用している観光地は見られないが, 相対的には白川郷が上げられる｡

この観光地に比較的強く関わっている国は, 表 3から台湾, 香港, ドイツ,

フランス, ロシアなどがある｡ 一方ビジネス目的で行く観光地については,

表 2からプラスの係数が相対的に高いものに着目すると, 下呂温泉, 岐阜市,

犬山市, 津市などが上げられる｡ これらの観光地に比較的強く関わっている

国は, 表 3から中国, タイ, 英国, ロシアなどがある｡

(3) 大阪大都市圏において, まず観光目的で行く観光地については, 表 2 から

マイナスの係数が高いものに着目すると, 奈良市, USJ および京都市など

13

14 これについては, 全変動に対してグループ内の変動が小さいほど判別に意味があるも

のとしている｡ この詳細については, 石村 (1992 年, pp.140-143) を参照せよ｡ ここ

では SPSS が用いられている｡



が上げられる｡ これらの観光地に比較的強く関わっている国は, 表 3から中

国, タイ, シンガポール, インド, 米国, ドイツ, フランス, ロシアなどが

ある｡ 一方ビジネス目的で行く観光地については, 表 2からプラスの係数が

相対的に高いものに着目すると, 姫路市がある｡ この観光地に比較的強く関

わっている国は, 表 3から韓国, 台湾, 香港, タイ, インド, 米国, ロシア
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表 2 正準判別関数係数

注) ここでの係数は, 標準化されたものである｡ また, 大阪
大都市圏については他の 2つの大都市圏に準じて数値の符
号を逆転させてある｡ したがって, 各大都市圏のプラスの
数値はビジネス目的の旅行者の観光地を, マイナスの数値
は観光目的の旅行者の観光地をそれぞれ示している｡



などがある｡ 総じて, 同大都市圏においては, 東京大都市圏同様に目的に関

わらず各国まんべんなく外国人旅行者が訪れている傾向が伺える｡

上記の分析結果から, 3 大都市圏の観光地を通じて, とりわけ浅草や姫路など

がビジネス目的の旅行者のグループに含まれるのは意外であったが, 観光目的の

旅行者はレジャーや歴史的観光地を訪れる傾向があり, ビジネス目的の旅行者は

交通の便利な観光資源を有する都市, 都心部周辺の観光都市を訪れる傾向がある

ことが考察される｡

ここで, 観光目的の観光旅行者は初めての観光地への訪問であり, ビジネス目

的の観光旅行者はリピーターであると考えることができる｡ 表 3にもとづいて判
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表 3 目的別判別得点

注) 表中の各国の頭に付けられている T は観光目的の
観光を, Bはビジネス目的の観光をそれぞれ示す｡



別得点の中で相対的に強く観光地へ作用している国の基準を絶対値 1以上とする

と, 表 4から東京大都市圏の観光地においては, すべての国が両方の目的で訪れ

ているが, 名古屋大都市圏では中国, シンガポール, ドイツ, ロシアなどが目的

に関わらず訪問に対して相対的にやや強く作用している｡ また, 大阪大都市圏で

は中国, 香港, タイ, シンガポール, インド, オーストラリア, 米国, ドイツ,

ロシアなど多くの国が目的に関わらず観光地の訪問に対して相対的にやや強く作

用している｡
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表 4 判別得点の分類

注) 名古屋および大阪各大都市圏における太字の国は,
観光目的とビジネス目的の観光の両方の旅行者が比
較的強く観光地に作用している国 (表 3 の係数が 1
以下および－1以下の国) を示している｡ 一方東京
大都市圏については, 他の 2つの大都市圏と比べが
表 3の係数が極端に高いことから, 同表の係数が絶
対値 10 以上の国が掲げられている｡ また, 同大都
市圏において表 3の係数が 1以下および－1以下の
国を考慮すると, 15 ヵ国すべての国が含まれる｡



Ⅴ おわりに

本研究では, まず一般の空港立地に関する線形および平面モデルの説明をし,

ハブ空港の立地について幾何学的な考察を行った｡ また, アンケート調査

(JNTO) にもとづいて日本の 3 大都市圏に立地する 4 つの空港から出発する観

光目的の外国人観光旅行者の観光地への行動ポテンシャルから, 空港別の空港観

光圏を導いた｡ ついで, 国別の外国人旅行者が日本の観光地を訪れるシェアをそ

こへ行く確率と, 観光地の相対的魅力の両方を示しているものとして, ハフの確

率モデルに対して対数中央化変換によって導かれた ｢距離の抵抗―観光地魅力｣

関数を推計した｡ そこでは 15 カ国中有意な国はタイと中国であり, タイ人観光

旅行者とは異なり中国人観光旅行者については, 空港からの距離の抵抗よりも観

光地の魅力度にウェイトが高いことが分かった｡ さらに, 判別分析手法を用いて,

3 大都市圏において観光およびビジネスの目的別に外国人旅行者が訪れる観光地

について分類した｡ その結果, 観光目的とビジネス目的の外国人旅行者による観

光地が意外とはっきり分けられた｡ 3 大都市圏を通じて, 東京および東京周辺の

観光地は, 観光目的, ビジネス目的に関わらず多くの国の外国人旅行者を惹きつ

けている｡

今後は, 時系列的に外国人旅行者の行動を分析すること, 同時に外国から日本

への空港間距離 (地理, 時間および経済距離) を考慮した仮想的ハブ空港を拠点

にした空港観光圏モデルを構築することが必要である｡
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第 2章 観光立国の意義および訪日外国人観光客
の入出国空港等に関する特性分析1

Ⅰ はじめに

この数年の間に観光を目的とした訪日外国人が増加している｡ 例えば, 高山は

日本の原風景のような懐かしさを感じさせてくれる町並みのある観光地であり,

近年, 欧米から多くの観光客が訪れている｡ また, 福岡空港に近い太宰府天満宮

には, 近隣のアジア諸国から多くの若い観光客が訪れている｡ あるいは, 成田空

港に近い成田山新勝寺では, 純日本的な町並みに様々な国から観光客が訪れ, エ

キゾチックな雰囲気である｡

ところで, 今日, 地方経済の低迷が言われて久しい｡ 観光の振興を通じて, 地

域の活性化を図り, 個性豊かな地域づくりを進めることは, 地域振興の有効な手

段の一つであり, 課題でもある｡ ここでは, まず訪日外国人客を増やすことで観

光立国を推進する意義について考察する｡ 次に, 訪日外国人がどの空港から入国

し, どこの観光地を訪れる傾向があるのか, さらに興味のある観光資源の対象は

何であるかを明らかにするために, 日本政府観光局による 2009 年訪日外客訪問

地調査2のデータを, 多変量解析手法の一つである主成分分析手法に応用する｡

Ⅱ 観光立国の意義と課題

1 観光産業の我が国経済への波及効果

2003 年 (平成 15年) 4月には訪日促進キャンペーンが ｢ビジット・ジャパン・

キャンペーン｣ として開始され, 2006 年 (平成 18 年) 12 月には ｢観光立国推進

基本法｣ が成立した｡ 2007 年 (平成 19 年) 6 月に閣議決定された ｢観光立国推

進基本計画｣ では, ｢観光立国の実現｣ は, 21 世紀の我が国経済社会の発展のた

めに不可欠な国家的課題とされている｡ また, 2009 年 (平成 21 年) 12 月に閣議

決定した政府の ｢新成長戦略 (基本方針) ～輝きのある日本～｣ において, 観光

19



立国の推進は 6つの成長戦略分野の 1つとして位置づけられている｡ では, 観光

が日本経済へ影響を及ぼす波及効果はどのようになっているか｡

国土交通省 ｢平成 20 年度旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究｣ によ

れば, 15,000 人を対象として ｢旅行・観光消費動向調査｣ を実施し, 日本にお

ける旅行消費額を推計し, 2005 年 (平成 17 年) 産業連関表を用いて 2008 年

(平成 20 年) 度の旅行消費が日本にもたらした経済波及効果を推計している｡

(図 1 参照)

これによれば, 日本で支払われた旅行消費額は総額 23.6 兆円であり, 内訳は,

国内宿泊旅行で 15.6 兆円, 国内日帰り旅行で 4.9 兆円, 海外旅行のうち国内分

1,7 兆円, 訪日外国人旅行 1.3 兆円である｡ 旅行消費の経済波及効果は国内生産

額の 5.3％に当たる 51.4 兆円であり, 付加価値誘発効果は 26.5 兆円に及ぶ｡ ま

た, 雇用誘発効果としては 430 万人であり, 2007 年 (平成 19 年) 度就業者数

6,445 万人 (内閣府 ｢国民経済計算年報｣) の 6.7％を占めている｡ 税収効果は,

4.6 兆円と試算され 2008 年 (平成 20 年) 度税収見込み額 (国税と地方税の合計)

86.3 兆円の 5.3％に相当する3｡
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図 1 旅行消費額 (国内) と波及効果 (平成 20 年度)
資料) 国土交通省 (平成 20 年度旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究) による｡

国土交通省観光庁のホームページ情報・資料＞統計情報から掲載

)



このように観光産業は極めて裾野の広い産業であり, その他の産業へ波及効果

が大きく, 雇用誘発効果の高い産業である｡

2 旅行者数等の推移

国内宿泊旅行, 海外旅行 (国内分), 訪日外国人旅行の各々について, 最近の

旅行者数の推移は次のとおりである｡

まず, 国内宿泊旅行の推移については, 一人当たりの年間宿泊回数および宿泊

数は図 2のとおり推移し, 2003 年以降は横ばいないし, 低下傾向が続いている｡

次に, 日本人の海外旅行者数については, 図 3 のとおり推移し, 2000 年まで

右肩上がりに伸びてきたが, 2001 年の 9.11 事件に続き, アフガニスタン紛争,

イラク戦争, 2003 年の SARS の発生というマイナス要因が立て続けに発生し,

これまでにない落ち込みをみせた｡ 2004 年からは, 回復基調に転じ, ようやく

2006 年には約 1,754 万人となったが, 2007 年以降減少に転じている｡

訪日外国人旅行者数については, 2003 年のビジット・ジャパン・キャンペー

ンの開始以来一貫して増加し, リーマンショックの影響で 2009 年は減少に転じ

たが, 2010 年は再び回復し, 1 月から前年実績を大きく上回り過去最高の旅行者

数となる見込みである｡ 図 4 の訪日外国人数の推移については, 2010 年は 1 月

21

�������� �����	�

図 2 国内宿泊観光旅行の回数及び宿泊数の推移
資料) 国土交通省観光庁 ｢旅行・観光消費動向調査｣ による｡



から 11 月まで分であり, 12 月が前年度並みであっても過去最高数となる見込み

である｡
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図 3 日本人の海外旅行者数の推移
資料) 法務省及び (独) 国際観光振興機構資料に基づき観光庁作成資料による｡
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3 主要国における旅行消費額の比較

観光産業のGDPに占める割合, 雇用に占める割合をあらわしたものが図 5お

よび図 6 である｡ スペイン, オーストリアなど国境を接している欧州諸国が

GDP, 雇用共に高い割合を占めるが, オーストラリア, 米国, カナダと比べて

も日本の観光産業の占める割合が著しく低くなっている｡ なお, GDP は, 国際

比較をするため UNWTO が提唱する観光経済の計算手法である国際基準 TSA

(Tourism Satellite Account) により計算されたものである｡ 前述の旅行消費額

と比較して土産品や日用品等の購入は観光売上とみなされないため, 金額は少な

くなっている｡

図 7は旅行消費額の国民と外国人の比を示したものである｡ 前述と同様に欧州

諸国で外国人の比率が高いが, オーストラリア, 米国, カナダと比較しても日本

の外国人比率が著しく低くなっている｡ 日本の観光産業については, 外国人の旅

行者数の比率が低いことが, GNP に対する比率や雇用者数に対する比率が低い

一因であると推測される｡

国内旅行者や日本人の海外旅行者数が横ばいの状況である中で, 訪日外国人旅

行者数は順調に伸びており, 諸外国の外国人の旅行消費比率が日本と比較して高
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資料) 日本交通学会シンポジウム観光庁講演資料から
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いことからも, 訪日外国人数の伸びる余地, 伸び代が十分にあると推測される｡

4 観光立国の意義

観光立国の意義としては, 次のことがあげられる｡

まず, 近隣諸国を始めとした諸外国からの訪日観光客 (旅行者) が増加するこ

とは日本の文化に理解を深めてもらう機会であり, こうした国際観光による草の

根交流は, 国家間の外交を補完・強化するものであり, 国際観光の推進は日本の

ソフトパワーを強化するものであると言える｡

また, 前述のように, 旅行消費額は, 生産波及効果, 雇用効果が大きく, 少子

高齢化により成熟した今の社会では, 観光振興による交流人口の拡大は, 需要の

創出による経済の活性化に有効であり, 観光の振興が, 少子高齢化時代の経済活

性化の切り札となる｡

次に, 観光による交流人口の拡大は, 地域経済の活性化の起爆剤となることが

できる｡ 観光に訪れたいと思うような集客力のある個性豊かな地域づくりは, 各

地域の自主・自律の精神を促すものとなる｡
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図 7 主要国における旅行消費額の国民・外国人比率
資料) 22 年版観光白書から掲載



さらに, 観光立国を推進することで, 日本の歴史的・文化的価値を再認識する

プロセスとなり, 日本の魅力の再活性化につながるものである4｡

Ⅱ 訪日外国人と空港

日本を訪れる外国人客がどこの空港を利用して, どの地域を訪問している傾向

があるのか｡ また, 観光客が属する国・地域により違いがあるのかという点を主

成分分析の手法を応用して分析を試みる｡ データは 2009 年の日本政府観光局

(JNTO) による訪日外客訪問地調査の資料を用いて行う｡ この資料は 22 年版観

光白書の 2009 年分の訪日外客数の動向と比較し, 利用した空港 (港) の割合,

あるいは訪日外国人の属する国・地域の割合がほぼ同じであるため, この標本を

使用して分析を行った｡

まず, 訪日先として調査の対象となった観光地のうちで 1％以上が訪問してい

る地域 59 か所の訪日外国人旅行者数を変数として, 入出国した空港 (港) 利用

者数を主成分分析した｡

次に, 変数を訪日外国人の属する国・地域の訪日旅行者数として, 入出国に利

用した空港 (港) 利用者数を主成分分析した｡

さらに, 変数を訪日外国人の属する国・地域の訪日旅行者数として, 1％以上

が訪問している地域 59 か所の訪日旅行者数を主成分分析した｡

1 訪問先 (観光地) を成分負荷量とした入出国 (港) の主成分分析

訪日外客訪問地調査により, 訪れた都道府県別に最も入出国者数の多い空港

(港) ごとに色分けすると図 8のとおり, 新千歳, 成田, 関西, 中部, 福岡, 那

覇の 6空港の勢力圏に分けられる｡ このことにから成分数を 6と指定して, 各成

分の解釈をわかりやすくするため直行回転のバリマックス法を採用した｡ 成分負

荷量表は表 1, 成分得点表は表 2のとおりである｡

分析の結果, 第 1 成分から第 6 成分までで, 約 99％を説明している｡ 第 1 成

分は約 58％を説明し, 中部地区と関西地区を除く本州で強く作用している｡ 成

分得点は成田空港が高く, 本州地区成田空港に関する成分と推定される｡
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第 2 成分は約 13％を説明しており, 九州地区で強く作用している｡ 成分得点

は福岡空港と博多港が高く, 九州に関する成分と推定される｡

第 3 成分は約 12％を説明しており, 北海道地区で強く作用している｡ 成分得

点は新千歳空港が高く, 北海道新千歳空港に関する成分と推定される｡

第 4 成分は約 10％を説明しており, 関西地区で強く作用している｡ 成分得点

は関西空港が高く, 関西地区関西空港に関する成分と推定される｡

第 5 成分は約 3％を説明しており, 沖縄で強く作用している｡ 成分得点は那覇

空港が高く, 沖縄那覇空港に関する成分と推定される｡

第 6 成分は約 3％を説明しており, 中部地区で強く作用している｡ 成分得点は

中部空港が高く, 中部地区中部空港に関する成分と推定される｡
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図 8 訪問先都道府県別に最も利用した空港
資料) JNTO訪日外客訪問地調査による｡
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表 1 主成分負荷量表



上記を表にまとめたものが, 表 3である｡ 広島および宮島が中国地方でありな

がら, 第 1成分の成田空港で強く作用していること, 金沢および高山が第 1成分

の成田空港と第 6 成分の中部空港の両方に 0.8 未満 0.6 以上でやや強く作用して

いること, 同様に京都および姫路が第 1成分の成田空港と第 4成分の関西空港の
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表 3 観光地を成分負荷量とした各入出国空港 (港) の主成分分析
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表 2 主成分得点表



両方に 0.8 未満 0.6 以上でやや強く作用していることが注目される｡ それぞれの

国・地域の旅行者にとって訪れたい観光地ではあるが, 近くに空港がない場合に,

新幹線あるいは高速道路を使って移動しているものと推測される｡ また, 入国と

出国を分けて実施したが, 成分得点表で目だった差異は認められなかった｡

2 国・地域を成分負荷量とした場合の入出国空港 (港) の主成分分析

訪日旅行者の属する国・地域によって, どの空港を利用している傾向があるの

か, 旅行者の属する国・地域を変数として入出国空港 (港) を分析する｡ 成分負

荷量表は表 4, 成分得点表は表 5のとおりである｡ なお, 前述と同様に第 2成分

以降の成分の解釈をしやすくするため, 成分数を 3と指定し, バリマックス法に

よる直行回転を行った｡

第 1 成分から第 3 成分までで, 約 99％を説明している｡ 第 1 成分は約 57％を

説明し, 欧米地域で比較的強く作用している｡ 成分得点は成田空港が高く, 欧米

地域に関する成分と推定される｡

第 2 成分は約 25％を説明しており, 韓国を除くアジア地域で強く作用してい

る｡ 成分得点は新千歳空港, 成田空港, 中部空港, 関西空港と高く, 空港が分散
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表 4 主成分負荷量表



している特徴がある｡ アジア地域に関する成分と推定される｡ また, 成田空港の

成分得点が, 入国より出国が高くなっている特徴がある｡ 出国の前に東京を訪れ

ていることが推測される｡
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表 6 国・地域を成分負荷量とした入出国空港 (港) の主成分分析

表 5 主成分得点表
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第 3 成分は約 17％を説明しており, 韓国で強く作用している｡ 成分得点は羽

田空港, 関西空港, 福岡空港, 博多港で高く特に羽田空港で高い成分得点を得て

いる｡ 韓国と日本の距離や航路, 航空便との関連があるものと推測される｡

強く作用する変数および高い成分得点を抜粋すると表 6のとおりである｡

3 国・地域を主成分負荷量とした訪問地 (観光地) の主成分分析

訪日旅行者の属する国・地域により訪れる観光地の傾向をみるため, 旅行者の

属する国・地域の訪日旅行者数を変数として各訪問地 (観光地) を主成分分析し

た｡ 前述と同様に成分数を 3に指定し, 第 2・第 3 成分の解釈を分かりやすくす

るためバリマックス法による直行回転を行った｡ 成分負荷量表は表 7, 成分得点

表は表 8のとおりである｡

第 1 成分から第 3 成分までで, 約 98％を説明している｡ 第 1 成分は約 44％を

説明し, 比較的欧米地域で強く作用している｡ 成分得点は東京周辺の地域が高い

得点を上げており, 東京以外では, 京都と広島の成分得点が高くなっている｡ 東

京ディズニーランド, 小樽, 札幌は大きくマイナスになっている｡

第 2 成分は約 39％を説明しており, アジア地域で比較的強く作用している｡
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表 8 主成分得点表



成分得点については, 新宿, 原宿のほか, 大阪, 北海道の札幌, 小樽が高く, 福

岡も高い得点を得ている｡ 一方, 東京の象徴的な存在である皇居, 東京タワー,

銀座で大きくマイナスになっている｡ また, 北海道や九州の福岡が高得点を得て

いるなど, 比較的訪問する観光地が分散している傾向がある｡

第 3 成分は約 17％を説明しており, 中国がやや強く作用している｡ 成分得点

の特徴として, 大阪, 名古屋といった関西, 中部の中心都市が高い得点を得てい

るほかに, 富士山, 箱根が高い得点を得ている｡ 一方, 渋谷, 原宿, 六本木は大

きくマイナスになっている｡

強く作用する変数および高い成分得点を抜粋すると表 9のとおりである｡
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表 9 国・地域を主成分負荷量とした各観光地の主成分分析



Ⅲ 外国人観光客の訪日前に期待したこと, 満足したこと

1 訪日前に期待したこと

訪日外国人観光客が日本に何を期待して訪日しているか, また訪日して何に満

足したかという点に着目する｡ 前述の 2009 年日本政府観光局 (JNTO) による

訪日外客訪問地調査の資料から, 訪日前に日本に期待したものの数を変数として,

訪日外国人旅行者の属する国・地域の旅行者数について主成分分析を応用して分

析した｡ また, 国・地域の特徴を出すために, 国・地域ごとの割合を変数とした｡

初期の固有値を 1以上と指定し, 第 2成分以下の解釈を分かりやすくするためバ

リマックス法による直行回転を行った｡ 成分負荷量表は表 10, 成分得点表は表

11 のとおりである｡

第 1成分から第 3成分までで, 約 82％を説明している｡

第 1 成分については約 37％を説明している｡ ｢博物館・美術館｣, ｢伝統景観・

旧跡｣, ｢大都市景観｣, ｢現代文化体験・鑑賞｣, ｢伝統文化体験・鑑賞｣, ｢日本人

の生活・交流｣ の変数が強くプラスに作用し, ｢日本の食事｣ についてもプラス

に作用している｡ こうした点から第 1 成分は, ｢文化観光｣ を表している成分と

推測される｡ 成分得点を見るとフランス, ロシア, 英国, カナダなど欧米からの

旅行者が高い得点を示している｡ 欧米からの旅行者が日本の文化面に興味を持っ

て訪日していることが推測される｡ 逆に, 韓国, インド, 香港, 中国などアジア

地域の旅行者の成分得点はマイナスとなっており, ここだけをみると, 文化面へ

の興味は比較的低いのではないかと推測される｡

次に, 第 2 成分は約 29％を説明している｡ ｢自然景観｣, ｢温泉｣ の変数が強く

プラスに作用し, ｢テーマパーク｣, ｢ショッピング｣ についてもプラスに作用し

ている｡ こうした点から ｢レジャー観光｣ を表している成分と推測される｡ 成分

得点は, 台湾, 香港, 中国, ロシアで高く, インド, ドイツ, 韓国, ではマイナ

スの値が強くなっている｡ 韓国とインドを除けば, アジア地域で高い得点を示す

傾向がある｡

第 3 成分は約 16％を説明している｡ ｢繁華街｣, ｢スキー｣ の変数が強く作用し

ている｡ 成分得点は, オーストラリアが非常に高く, 次いで香港が高い得点を得

第 2章 観光立国の意義および訪日外国人観光客の入出国空港等に関する特性分析34



ている｡ 日本に訪れてスキーなどを目的に観光を楽しんでいると推測される｡
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2 訪日後に満足したこと

訪日後に満足したことについて, 前述と同様に 2009 年日本政府観光局

(JNTO) による訪日外客訪問地調査の資料から, 出国時に日本で満足したもの

を変数として, 訪日旅行者の属する国・地域の旅行者数について主成分分析を応

用して分析した｡ 初期の固有値を 1以上と指定し, バリマックス法による直行回

転を行った｡ 成分負荷量表は表 12, 成分得点表は表 13 のとおりである｡

第 1成分から第 5成分までで, 約 90％を説明している｡

第 1 成分は約 43％を説明している｡ 前述の ｢期待したこと｣ と同様に, ｢博物

館・美術館｣, ｢現代文化体験・鑑賞｣, ｢伝統文化体験・鑑賞｣, ｢伝統景観・旧跡｣

｢日本人の生活・交流｣ ｢大都市景観｣ の変数が強くプラスに作用している｡ 第 1

成分は, ｢文化観光｣ を表している成分と推測される｡ 成分得点を見るとフラン

ス, ロシア, カナダ, 英国など欧米からの旅行者が高い得点を示している｡ 前述

と同様に韓国, 香港, 中国などアジア地域の旅行者の成分得点はマイナスとなっ

ている｡

第 2 分は約 19％を説明している｡ ｢自然景観｣, ｢温泉｣ の変数が強くプラスに

作用している｡ ｢自然・温泉｣ を表している成分と推測される｡ 成分得点は, 台

湾, ロシア, 中国で高く, インド, ドイツはマイナスの値が強くなっている｡

第 3 成分は約 10％を説明している｡ ｢産業観光｣ が強く作用し, ｢テーマパー

ク｣ も作用しており, 成分得点はロシア, インドが高くなっている｡ 観光のみを

目的としているというよりは, ビジネスを兼ねて観光をしている可能性がある｡

第 4 成分は約 10％を説明し, ｢スキー｣ の変数が強く作用している｡ 成分得点

は, オーストラリアが非常に高い得点を得ている｡ 日本に訪れてスキーなどを目

的に観光を楽しんでいると推測される｡

第 5 成分は約 9％を説明し, ｢ショッピング｣ の変数が強く作用している｡ 成

分得点は, 香港が非常に高い得点を得ている｡ 中国では, 香港を ｢ショッピング

の天国｣ と呼んでいるが, 香港からの訪日客にとってショッピングの満足度が高

いことは注目に値する｡

最も旅行者数の多いのが韓国であるが, 国・地域ごとの割合を変数としたため,

韓国の特徴が現れなかった｡ これとは別に, 割合ではなく訪日旅行者の数で主成

第 2章 観光立国の意義および訪日外国人観光客の入出国空港等に関する特性分析36



分分析をしたところ, 訪日前に期待したことでは, ｢特になし｣ が最も強く作用

した｡ 距離的にも近いため, 特別に期待をしないで観光をしているという推測も

成り立つと思う｡ ただし, 同じような距離である台湾との違いは明確ではない｡
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Ⅳ おわりに

入出国空港 (港) については, 北海道, 九州, 沖縄はそれぞれの空港圏を持ち,

本州については, 成田空港が玄関口となり, その中に関西空港と中部空港の空港

圏が存在している｡ 訪日外国人の属する国・地域による違いは, 主に成田空港を

利用する欧米諸国と比較的広範囲に空港を利用するアジア諸国の違いがあった｡

訪日前に期待すること, または訪日後に満足したことを主成分分析することで差

異がさらに明らかになった｡ 主に日本の文化面に興味を持つ欧米諸国からの旅行

者, 自然景観や温泉に満足を得るアジア諸国からの旅行者, スキーに特化したオー

ストラリアからの旅行者, 産業観光に特化したインドおよびロシアの旅行者, ショッ

ピングに特化した香港の旅行者という特徴があげられる｡

観光は経済波及効果の高い産業であり, 日本経済, 特に地方の経済が停滞から

抜け出す切り札となる産業である｡ 現状では, 日本人の国内旅行は宿泊数, 回数

共に減少している｡ 今後も休暇取得の増加などの要因がなければ, 国内旅行者が

伸びる見込みは高くない｡ ところが, 訪日外国人旅行者は他の諸外国と比較して

も受け入れ数が少なく, 今後まだまだ伸びる余地がある｡ そこで, 外国人観光客

(旅行者) を増やす必要があるが, 外国人の訪日先は東京および 3 大都市部, あ

るいは北海道, 北九州に集中する傾向があり, 他の地方へ誘致し, いかにして経

済効果を地方にいきわたらせるかという課題がある｡ 今回の分析では, 訪日外国

人の期待しているものの傾向について若干触れることはできたが, 地方の観光産

業の育成につながる指標としては不十分なものである｡ この点は今後の課題とし

て, これからも訪日外国人旅行者の推移に注目していきたいと考えている｡

注

1 2010 年日本観光学会中部支部研究発表大会での発表をもとに著したものである｡

2 JNTO訪日外客訪問地調査 2009 の調査の概要

調査対象：日本旅行を終え, 新千歳, 仙台, 成田, 羽田, 中部, 関西, 那覇の各国際

空港および博多港 (海港) から出国しようとしている滞在期間 2 日以上,
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90 日以内の外国人旅行者

調査時期・標本数：計 15,255 票, 内訳：2009 年 1 月～2 月 (4.417 票), 7 月～8 月

(5.181 票), 10 月～11 月 (4.962 票)

3 国土交通省総合政策局観光経済課 ｢旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究｣ の

概要についてから引用｡

4 2010 年日本交通学会シンポジウム観光庁講演資料から一部を引用｡
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39



第 3章 国際観光資源としての日本食
B級グルメは重要な輸出商品

Ⅰ はじめに

観光はこれからの日本経済を牽引していく重要な産業として期待されているが,

現状は国内観光が中心であり, 国際観光はアウトバウンドがインバウンドを大き

く上回っている｡ そのため, 2003 年 4 月にビジット・ジャパン・キャンペーン

(VJC) が開始され, 訪日外国人旅行者数は 08 年まで急増し 835 万人に達した｡

しかし, リーマン・ショック後の世界金融危機の影響を受けて, 09 年には 679

万人にまで低下した｡ 2010 年は国際観光も大幅に回復したようであるが, イン

バウンドがアウトバウンドと比べて大幅に少ないことに変わりはないだろう｡ 本

稿の目的は, このような状況の下でインバウンドを増加させるための 1つの視点

として, これまであまり重視されることのなかった日本食が, 国際観光資源たり

得ることを明らかにすることである｡

本稿の構成は以下の通りである｡ まず第 2節において国際観光の経済面での現

状を明らかにする｡ 特に観光産業のGDPに占める割合などを国際比較すること

によって, 日本の観光産業がまだまだ伸びる余地の大きいことを明らかにする｡

第 3節では, インバウンド促進策として, 日本食の重要性を明らかにする｡ 従来,

外国人にとっての日本食は寿司やすき焼き, 天ぷらなどの伝統的な料理を想起し,

自然景観や神社仏閣の見物の副次的なものと考えられがちであった｡ しかし, 海

外での日本食の評価は我々が思っている以上に高く, 広い範囲に及ぶものである

ことを明らかにする｡ 第 4節では, 訪日外国人旅行者にとってどのような日本食

が好まれるか (満足の割合が高いか), 国籍別に明らかにする｡ 第 5 節は, 本稿

で明らかになったことをまとめ, それを受けた今後の課題をまとめる｡
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Ⅱ 日本の国際観光の現状―重要な輸出商品

国土交通省観光庁 (2009) 『旅行・観光産業の経済効果に関する調査研究Ⅸ』

によると, 2008 年度の日本国民の観光消費額は 22.2 兆円である｡ これに訪日外

国人旅行者による日本国内での消費額 1.3 兆円を含めた日本国内の観光消費額の

合計は 23.6 兆円である｡ 国内の観光消費額の中で, 訪日外国人旅行者の消費額

はたったの 5.7％しかない｡

この観光消費額 23.6 兆円を基に経済波及効果が推計されている｡ 直接効果が

22.7 兆円, 原材料などの購入による他産業への生産波及効果 (1 次効果) は 16.8

兆円, そして家計の所得増による商品購入の増加による生産波及効果 (2次効果)

12.0 兆円を含む日本全体の生産波及効果は 51.4 兆円に上る｡ これは, 2005 年の

国内生産額 972.0 兆円の 5.3％を占める｡

51.4 兆円の生産波及効果には中間投入が産業間で 2 重計算されているので,

その分を控除した付加価値効果は 26.5 兆円と推計される｡ これは 2008 年度名目

GDP の 497.7 兆円の 5.3％を占める｡ 旅行消費額のみの付加価値でも 11.5 兆円

と推計される｡ また, 雇用創出効果は旅行・観光産業で 220 万人, その他の産業

への 1次・2次波及効果を含む日本全体では 430 万人に達する｡ これは, 07 年度

の国内就業者数 6,445 万人の 6.7％を占める｡ 観光は労働集約的な産業が多いの

で, 雇用総出力は生産波及効果よりも大きい1｡

これらの割合は世界的に見て, 決して高いものではない｡ 世界旅行産業会議

(WTTC) は, 世界経済における観光産業の貢献度について, 定期的に予測値を

発表している (表 1)｡ それによると, 世界全体における観光産業の経済規模

(総生産) は, 直接・間接効果を合わせて 5 兆 7,510 億米ドル (2010 年) と予測

され, 世界のGDPの約 9.2％に相当する (表 1 の第 3 列)｡ これを地域別に見て

みると, 日本の属する北東アジアでは 9.1％と世界平均よりやや下回るが, 上記

の日本の 2008 年度の 5.3％をはるかに超える水準である｡ 大洋州においては,

11.2％に達している｡ 世界平均を下回るのは, 北東アジアの他に南アジアの 8.0

％, 中・東欧の 7.4％, 中南米の 6.2％, サハラ以南の 6.9％である｡ これらは,

西欧・米諸国から遠いか観光地として開発が遅れている地域である｡
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また, 関連産業を含む全観光産業の就業人口は 2 億 3,579 万人 (2010 年) と

予測され, 世界の全雇用者数の 8.1％に相当する (表 1の第 5列) ｡ これはGDP

の割合よりは差が小さくなっているが, 上記の日本に関する 6.7％をかなり上回

る値である｡ 世界平均を下回る地域は, 北東アジアの 7.8％, 中・東欧の 6.2％,

中南米の 6.0％, サハラ以南の 5.0％である｡ 南アジアは雇用の割合では, 世界
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表 1 世界の観光産業の経済規模 (2010 年予測値)

資料：世界旅行産業会議 (WTTC)
注 1 ：上記の数値は, 観光産業が占める直接的・間接的な経済規模を表している｡
注 2 ：WTTCは, 1990 年に世界の観光産業のトップリーダーが集まり, 各国政府に対

して観光産業の重要性を訴えるために設立された民間団体である｡ 世界におけ
る観光産業の規模の推計は, WTTC が計量経済の分野で定評のあるOEF (Ox-
ford Economic Forecasting) に委託して行っているものである｡

注 3 ：各地域の数値の合計は, 端数処理などの関係により, 世界の数値と完全には一
致しない｡

出所：日本政府観光局 (2010c), 19 ページ｡



平均を上回っている｡

このように世界水準から見ると, 日本の観光産業はまだまだ拡大する余地が大

きくあると思われるが, その中心はインバウンドの拡大である｡ 観光産業の

GDP は, 国内観光と国際観光における日本国内での付加価値の生産分である｡

国際観光におけるインバウンド・アウトバウンドは国民経済計算上では, 輸出・

輸入として把握される｡ その意味で図 1 に見るように, 日本は 1980 年代後半か

ら大幅な輸入超過 (国際旅行収支の赤字) である｡ それ以前は, 1964 年に外貨

持ち出し規制が緩和され, 一般庶民も海外旅行が可能となったが, 当時の海外旅

行は高価なものであったため, 60 年代に年間日本人海外旅行者数が 100 万人を

超えることはなかった2｡ 70 年代に入ると, 日本航空のジャンボジェット機就航
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図 1 国際旅行収支 (IMF方式) の推移
注 1：日本銀行による｡ 国際旅行収支には国際旅客運賃が含まれていない｡
注 2：1995 年以降の国際旅行収支は, 日本銀行の億円単位の数値を, 日本政府観光局 (JNTO)

が独自に米ドル換算したものである｡
注 3：2003 年 1 月と 2006 年 1 月に, 日本銀行は国際旅行収支の算出方法を改正した｡ そのため,

2002 年以前と 2003 年以降, 2005 年以前と 2006 年以降の国際旅行収支は各々比較できない｡
出所：日本政府観光局 (2010b), 30 ページより作成｡



やスミソニアン体制から変動相場制への移行による円高の進行などを背景として,

72 年に日本人海外旅行者数が 100 万人を超え, 79 年に 400 万人を超えるペース

で増加していった｡ 訪日外国人旅行者数も 77年に 100 万人を超え, 同時期に徐々

に増加しているが, 日本人海外旅行者数の半分から 3分の 1程度の水準でしか増

加していない｡ そのため, 1980 年代前半まで国際旅行収支の赤字は 30 億米ドル

台で推移している｡

80 年代後半に入ると, 急激な円高やバブル景気によって日本人海外旅行者数

が急増し, 85 年に 500 万人弱になり, 90 年に 1,000 万人を超え, さらに 95 年に

は 1,500 万人を超えた｡ 他方, 訪日外国人旅行者数は 21 世紀に入るまで, 増加

のトレンドはあまり変わらなかったので, 95 年に 335 万人にしか増加しておら

ず, 90 年代半ば頃には国際旅行収支の赤字は 300 億米ドルを超えるほどになっ

た｡ その後は, 2000 年の 1,782 万人をピークに, 米国同時多発テロ (01 年のい

わゆる 9.11) や新型肺炎 (SARS), イラク戦争, リーマン・ショック後の世界

金融危機などによって, 日本人海外旅行者数が伸び悩んだ｡ 他方, 訪日外国人旅

行者数は 03 年 4 月からの VJC によって世界金融危機まで急増したので, 国際

旅行収支の赤字は 100 億米ドル台まで縮小している｡

日本では貿易黒字が大きかったので, 最近まで国際観光収入は重視されてこな

かったが, ｢世界の多くの国々では国際観光収入が重要な外貨収入源となってお

り, 国際観光収入は 『見えざる貿易 (invisible trade)』 の役割を眼たしている3｣

のである｡

図 2 は世界全体における商品分類別の輸出額を表したものであるが, 2008 年

の国際観光・国際旅客運賃は 1兆 1,266 億米ドルであった｡ これは自動車に次ぐ

第 7位に位置し, 国際観光収入の重要性を示すものである｡ 日本では自動車が重

要な輸出商品であるが, 世界的に見ると国際観光収入もこれに匹敵する大きさで

あり, 日本の観光収入も重要な輸出商品に成長する可能性を持っていることを意
・・・・

味する｡ 最近ようやく日本でもこの重要性が認識され, VJC や観光庁設立など

国家的に観光に取り組まれるようになったのである｡
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Ⅲ 日本食への期待の高まり

『平成 22年版 観光白書』 では, 外国人観光旅行客の来訪促進策の 1つとして,

｢日本食・日本食材等の海外への情報発信｣ を挙げている｡ それによると, 2009

年度の具体的な取組は, 以下の通りである4｡

1) 在外公館等で開催するレセプションにおいて, 高品質な日本食・日本食材

等を提供し, その魅力を伝える ｢WASHOKU-Try Japan�s Good Food｣

事業,

2) 海外に在住し日本食・日本食材等の海外での紹介・普及等に多大に貢献し

てきた功労者に対して表彰を行う ｢日本食海外普及功労者表彰事業｣,

3) 海外の百貨店・スーパー等において日本食材等を展示紹介する PRイベン

トの企画運営,
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図 2 2008 年の主要商品分類別輸出額 (世界総額)
資料：世界貿易機構 (WTO), 世界観光機関 (UNWTO)
注 1 ：｢国際観光・国際旅客運賃｣ には, 国際観光収入と国際旅行運賃収入の合算額 (2009 年秋時点

のUNWTOの推計値) が計上されている｡
注 2 ：世界観光機関 (UNWTO) は, ｢国際旅客運賃とは, 当該国に居住していない国際観光客 (日

帰り客も含む) が, 当該国に登録されている運輸会社に対して支払った国際旅客運賃収入
(International Fare Receipts) の総額のことであり, 旅行目的地が当該国かどうかは問わな
い｣ と定義している｡

注 3：上記には主な商品分類のみが掲載されている｡
出所：日本政府観光局 (2010c), 20 ページ｡
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4) 海外の大規模国際食品見本市等への日本パビリオンの出展の企画運営,

5) 新興市場における日本食品のアンテナショップの企画運営,

6) 海外のニュースメディアでの日本食材の CM放送及び輸出先国メディアの

国内農水産品産地への招へい,

等を行った｡ これらの取組は, 日本の農林水産物・食品の輸出促進対策としての
・・

側面を強く持ち, 農林水産省所管の事業である5｡ これらの他にも, ｢世界が認め

る日本の食 150｣ として, ｢日本食 10 選｣ ｢加工食品 40 選｣ ｢輸出取組事例 100｣

を選定・策定している6｡ その中の日本食 10 選は, 次の通りである｡

①みそ汁, すまし汁, ②すし, さしみ, ③鉄板焼き, すきやき, しゃぶしゃぶ,

④てんぷら, ⑤精進料理, 豆腐, ⑥ごはん, 炊き込みごはん,
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図 3 観光客が訪日前・後に期待・満足したこと；全体 (2009 年・観光客のみ)
出所：日本政府観光局 (2010a), 199-200, 205-206 ページより作成｡
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⑦麺類 (うどん, そば, ラーメン), ⑧フルーツ, ⑨日本酒, 焼酎,

⑩日本茶＋和菓子

これらの取組は, 海外での日本食・食材の消費・輸入を増大させる効果だけで

なく, 日本への観光旅行を促進する効果を持つ｡ 当初は海外における日本企業の

駐在員に向けた日本食材の輸出や日本料理店の海外進出が主であったが, 次第に

外国人自身が日本食・食材に親しみ, その美味しさが分かるようになると, 日本

に行って本場・本物の味を食べてみたいと思うようになるからである｡

このように, 訪日外国人旅行者の日本食に対する期待は高くなっている｡ 図 3

は訪日外国人 (訪日外客) に対するアンケート調査 (2009 年) において, その

中の観光客が ｢訪日前に期待したことと訪日後に満足したことの割合｣ (複数回

答可, N＝7,495；図 3～5) をまとめたものである｡ 訪日前・後の ｢日本の食事｣

に対する期待と満足の割合が 58.5％と 58.9％であり, ともに最も高く, 2 番目の

｢ショッピング｣ を 10％ポイント以上も引き離している｡ 特に, 訪日後の満足が

訪日前の期待を 0.4％であるが上回っており, 高い期待に対して十分答えた内容

の日本食が提供されていることが分かる｡ なお, ｢温泉｣ ｢自然景観, 田園風景｣

｢伝統的な景観, 旧跡｣ が期待・満足ともに 30％を超えており, 日本固有の観光

資源に対する評価が高いことが分かる｡

さらに, 市場 (国・地域) 別に ｢訪日前・後に日本の食事に期待・満足した割

合｣ 見ると, 図 4のような結果が得られている｡ 大別すると, 欧米市場で日本料

理に対する期待・満足の割合が高く, アジア市場で相対的に低い｡ 特に, 自国料

理に最も誇りを持っているはずのフランスで, ｢日本の食事｣ に対する期待・満

足が高く, 約 8割に上る｡ アジア市場の中では, 韓国, 台湾, 中国, インドの期

待・満足が 3割～5割と相対的に低いが, 香港, タイ, マレーシア, シンガポー

ルでは欧米市場に近い期待・満足を得ており, アジア市場の中でも評価は 2分さ

れている｡ ただし, アンケートのサンプル数がインドは 11, ロシアは 28 と少な

いので, これらの市場に関する結果は留意する必要がある｡

韓国・台湾・中国の訪日外客数が多いので, これらの市場に向けて日本食に関

する情報を発信したり, 好みにあった料理の発掘・開発を行うことによって, 観

光需要をさらに拡大する余地があるだろう｡
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図 5は, 訪日外国人観光客が ｢地方別訪日前に期待したことの割合｣ で, 上位

5 項目について描いたものである｡ ｢日本の食事｣ はどの地方を訪れた訪日外国

人観光客にとっても期待は高く, 6 割前後を示しており, 特に中国地方は 77.3％

の観光客が期待していた｡ 中国地方と四国は欧米豪の観光客が他の地域に比べて

多く, ｢伝統的な景観, 旧跡｣ の期待度も高い｡ ｢特に, 日本人の生活や交流, 伝

統文化の体験といった体験型観光への期待が他の地方に比べて高く, 日本的なも

のを求めてくる彼らのニーズにさらに応えることで一層の需要増が期待される7｡｣

北陸と九州は ｢日本の食事｣ に対する期待が相対的に低い｡ 北陸は ｢自然景観,

田園風景｣ と ｢温泉｣ の期待度が高く, ｢日本の食事｣ は他の地域ほどバラエティ

に富んでいないためと思われる｡ 九州は市場別では韓国が半数を超えており, 図

4 に示されるように, 韓国人観光客の ｢日本の食事｣ に対する期待が低いためで

ある｡ 逆に, この地方において, 前述のように韓国人観光客に向けた日本食に関

する情報発信や好みにあった料理の発掘・開発は効果的と思われる｡

49

図 4 市場別訪日前・後に日本の食事に期待・満足した割合 (2009 年, 観光客のみ)
出所：日本政府観光局 (2010a), 199-200, 205-206 ページより作成｡
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図 5 地方別訪日前に期待したことの割合 (2009 年・観光客のみ)
出所：日本政府観光局 (2010a), 39 ページより作成｡
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図 6 訪日回数 (うち観光) 別訪日後に満足したことの割合 (2009 年)
出所：日本政府観光局 (2010a), 207-208 ページより作成｡
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｢訪日回数 (うち観光) 別訪日後に満足したことの割合｣ は, 図 6に示される｡

基データはアンケート総数 N＝15,355 について, 観光目的で訪日した回数を聞

いているので, ｢0 回｣ (N＝5,208) の項目がある｡ これはまったく観光目的で訪

日したことがない訪日外国人ということになるので, グラフでは省略し, 上位

10 項目について描いている｡ ｢日本の食事｣ は満足した割合が高いだけでなく,

訪日回数が増えるほど上昇傾向にある｡ ｢温泉｣ も同様に訪問回数が多いほど,

満足した割合が高くなっている｡ ｢自然景観, 田園風景｣ と ｢ショッピング｣ で

は, 訪日回数と満足した割合との間にあまり相関がみられない｡ その他のことで

は, 訪日回数が多いほど満足した割合は低下しているので, リピーターを増やす

ためには, 大都市観光やテーマパーク・遊園地などで飽きさせない工夫が必要で

ある｡

Ⅳ 日本の食事に対する外客の期待・満足度

日本食が海外において評価されている理由として, 上述の日本食 10 選の趣旨

の中で, ①安全であること, ②豊富な食材を使い, 栄養バランスに優れているこ

と, ③おいしいこと, ④見た目に美しさがあること, 特に⑤日本人の長寿 (長寿

世界一が四半世紀にわたり継続) の要因の一つと考えられること, が挙げられて

いる8｡ ②と⑤は健康志向にそうもので, 寿司や刺身, 魚介・海鮮料理などの人

気を高め, ｢日本に来た外国人客にごちそうする時, すきやき, しゃぶしゃぶや

天ぷらの定番をすぐに思いつくが, カロリーの高さやベジタリアン志向のため,

遠慮されることもある｡｣9 ということも出てくる｡

図 7 は ｢特に満足した日本の食事 (全体)｣ の実数を円グラフにしたものであ

る｡ 2009 年 10～11 月に実施した秋調査において, ｢訪日後に満足したこと｣で

｢日本の食事｣を選択した回答者に具体的なメニューを尋ねた結果である (N＝

1,645)｡ 健康志向を反映して, 寿司や刺身, 魚介・海鮮料理の回答数が多い｡

しかし, もう 1つの傾向として, ラーメンが第 2位入っており, うどん, 蕎麦

の麺類も見られる｡ これらの麺類は, 先の日本食 10 選の⑦に挙げられている｡

特に, ラーメンは海外で (中華料理店とは異なる) 日本型ラーメン店の多数の出
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店とカップ・袋ラーメンの全世界的な普及によって, 日本国内の進化し続けるラー

メンを食べに来て, そして満足していった回答者数が多くなったものと思われる｡

さらに, 焼肉, とんかつ・カツ丼, お好み焼き, カレー, 焼き鳥が, 回答者数は

少ないが, しゃぶしゃぶに続いて登場している｡ これらは B級グルメと呼ばれ

ているもので, 訪日外国人旅行者は高価な和食だけでなく, 安くて旨い日本食に

も目を向けているのである｡ 基データからは判別できないが, 寿司も大衆的な回

転寿司として回答しているものも少なくないであろう｡

国際観光資源としての日本食としては, 高級な和食に目が行きがちであるが,

このように B級グルメの視点は地方に外国人観光客を誘致する手段としても有

効であると思われるので, 次に市場別に分析する｡ 表 2は, 市場別の特に満足し

た日本の食事の特化係数を次の式で求めたものである｡
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図 7 特に満足した日本の食事 (全体)
注：2009 年 10～11 月に実施した秋調査において, ｢訪日後に満足したこと｣ で
｢日本の食事｣ を選択した回答者に具体的なメニューを尋ねた結果｡

出所：日本政府観光局 (2010a), 209 ページより作成｡
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i 市場の j 日本の食事に満足した回答数

i 市場の日本の食事に満足した回答数
i 市場の j 日本の食事の特化係数＝

j 日本の食事に満足した回答総数

日本の食事に満足した回答総数

特化係数が 1 よりも大きいものは, i 市場において j 日本の食事に対して満足

した訪日外国人観光客が相対的に多いことを意味する｡ 市場によってアンケート

の回答数がかなり異なるので, サンプル数の違いを除去して, その市場における

満足した割合の相対的に高い ｢日本の食事｣ を抽出することができる｡ これを市

場別に挙げると次の通りである｡
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表 2 市場別特に満足した日本の食事 (特化係数)

出所：日本政府観光局 (2010a), 209 ページより作成｡

特に満足した日本の食事

寿司
ラー
メン

刺身 天ぷら うどん
魚介・
海鮮料理

蕎麦
しゃぶ
しゃぶ

焼肉
とんかつ・
カツ丼

お好
み焼

カレー 焼き鳥

市

場

(

特

化

係

数)

韓 国 1.01 1.16 0.40 0.56 1.29 0.65 1.04 0.51 0.66 1.58 1.00 1.14 1.17

台 湾 0.40 1.74 1.25 0.36 0.38 1.72 0.38 0.12 1.76 1.11 0.98 0.93 0.89

中 国 0.70 1.03 1.98 0.64 0.50 2.35 0.30 0.37 2.38 0.00 0.77 1.18 0.00

香 港 0.79 1.41 1.63 0.97 0.87 1.81 1.03 1.42 1.37 1.51 0.22 2.02 0.30

タ イ 0.89 1.40 1.26 1.50 0.00 1.15 0.70 0.86 1.85 3.07 0.00 0.00 1.63

マレーシア 1.09 1.40 1.26 1.87 0.47 0.58 1.40 0.86 1.85 1.02 0.00 0.00 1.63

シンガポール 0.79 1.36 1.55 0.69 1.44 0.35 2.15 0.53 0.00 0.63 0.00 0.00 2.01

イ ン ド 0.74 0.60 0.32 2.81 0.00 0.86 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 8.23 0.00

オーストラリア 1.22 1.05 1.42 1.26 1.94 0.86 0.79 0.64 1.04 1.15 0.90 3.08 0.00

米 国 1.19 0.46 0.90 1.60 0.85 1.04 1.15 0.70 0.61 0.50 0.59 0.68 1.07

カ ナ ダ 1.16 0.54 0.86 1.36 1.70 0.00 1.90 2.72 0.42 1.85 1.63 0.00 1.48

英 国 1.13 0.46 0.48 1.85 1.07 0.88 1.07 1.31 0.71 0.39 1.83 0.52 2.49

ド イ ツ 1.49 0.58 0.87 0.84 0.75 0.55 0.90 2.47 0.89 0.65 1.92 0.00 1.04

フランス 1.16 0.51 1.00 1.66 1.04 0.36 1.33 1.89 0.88 0.97 2.66 0.00 1.03

ロ シ ア 1.58 0.40 1.26 0.00 2.82 1.15 0.00 5.14 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

そ の 他 1.27 0.71 1.07 1.36 1.07 0.72 1.31 1.60 0.77 0.43 1.12 0.71 1.19



韓国：寿司, ラーメン, うどん, 蕎麦, とんかつ・カツ丼, カレー, 焼き鳥

台湾：ラーメン, 刺身, 魚介・海鮮料理, 焼肉, とんかつ・カツ丼

中国：ラーメン, 刺身, 魚介・海鮮料理, 焼肉, カレー

香港：ラーメン, 刺身, 魚介・海鮮料理, 蕎麦, しゃぶしゃぶ, 焼肉,

とんかつ・カツ丼, カレー

タイ：ラーメン, 刺身, 天ぷら, 魚介・海鮮料理, 焼肉, とんかつ・カツ丼,

焼き鳥

マレーシア：寿司, ラーメン, 刺身, 天ぷら, 蕎麦, 焼肉, とんかつ・

カツ丼, 焼き鳥

シンガポール：ラーメン, 刺身, うどん, 蕎麦, 焼き鳥

インド：天ぷら, カレー

オーストラリア：寿司, ラーメン, 刺身, 天ぷら, うどん, 焼肉, とんかつ・

カツ丼, カレー

米国：寿司, 天ぷら, 魚介・海鮮料理, 蕎麦, 焼き鳥

カナダ：寿司, 天ぷら, うどん, 蕎麦, しゃぶしゃぶ, とんかつ・カツ丼,

お好み焼, 焼き鳥

英国：寿司, 天ぷら, うどん, 蕎麦, しゃぶしゃぶ, お好み焼, 焼き鳥

ドイツ：寿司, しゃぶしゃぶ, お好み焼, 焼き鳥

フランス：寿司, 天ぷら, うどん, 蕎麦, しゃぶしゃぶ, お好み焼, 焼き鳥

ロシア：寿司, 刺身, うどん, 魚介・海鮮料理, しゃぶしゃぶ

以上の抽出した ｢日本の食事｣ は, 各市場において満足した割合が相対的に高

いので, 観光資源として ｢日本の食事｣ を情報発信することによって, 観光需要

を増加させることができるだろう｡ そして, それらは各市場の好みにあった食事

なので, その方向で新たな食事・料理の発掘・開発は観光需要をさらに増加させ

るだろう｡

日本では 『ミシュランガイド東京・横浜・鎌倉 2011 日本語版』 『ミシュランガ

イド京都・大阪・神戸 2011 日本語版』 に星付きのレストランが多数掲載されて

いることに象徴されるように, 伝統的な和食に限らず, イタリアンやフレンチ,

中華料理さらに各国料理など世界中の料理が高いレベルで供されている｡ その一
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方で, 地元住民でないと日本人でも知らない B級ご当地グルメが全国各地に埋

もれている｡ 最近の B級ご当地グルメ・ブームと相まってそれらが続々と発掘

され, マスコミで紹介されている｡ 日本食は観光資源として無尽蔵にあると言え

るだろう｡

Ⅴ 結び

本稿において明らかにされたこととそれに基づく今後の課題をまとめると, 次

のようになる｡

(1) 観光産業は世界の GDP では約 9.2％を占めるが, 日本国内では 5.3％にす

ぎない｡ 世界的に見ると, 国際観光収入は自動車に匹敵するほどの輸出商品

であるが, 日本の国際旅行収支は 100 億米ドル台の赤字である｡ これらのこ

とは逆に, 日本の観光産業がまだまだ拡大する余地があり, 外貨獲得のため

の重要な産業となり得ることを示すものである｡

(2) そのためのインバウンド促進策として, 日本食の重要性が明らかにされた｡

訪日外国人観光客へのアンケート調査 (2009 年) では, 訪日前・後の ｢日

本の食事｣ に対する期待と満足の割合がともに最も高かった｡ さらに, 訪日

回数が増えるほど満足の割合は上昇傾向にある｡

(3) ｢日本の食事｣ は伝統的な和食だけでなく, ラーメンなどの B級グルメも

高い満足の割合を得ている｡ 市場別にどのような日本食が好まれるか, 特化

係数によって明らかにした｡ 日本では伝統的な和食に限らず, 世界中の料理

が高いレベルで供され, さらに B級ご当地グルメが全国各地に存在する｡

その意味で, 日本食は観光資源として無尽蔵にあると言える｡

(4) 本稿での国際観光資源としての日本食に関する研究は入り口に立っただけ

である｡ 本稿で取り扱わなかった問題は, ①訪日外国人旅行者が求める日本

食の価格水準はどのくらいか, ②日本食に関する情報発信の内容はどのよう

なものか, ③日本食の店舗が外国人旅行者を受け入れるためにどのような対

応が必要か, などがある｡ これらの点は, 今後の課題としたい｡
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注

1 以上の点について, 詳しくは�本 (2011, 第 2 章) を参照｡

2 日本人海外旅行者数と訪日外国人旅行者数は, 日本政府観光局 (2010b, 30-31 ページ)

による｡

3 日本政府観光局 (2010c), 20 ページ｡

4 国土交通省観光庁 (2010), 87-88 ページ｡

5 農林水産省 web サイト (http://www.maff.go.jp) 内の ｢平成 21 年度輸出促進事業

の実施状況｣ を参照｡

6 農林水産省web サイト (http://www.maff.go.jp) 内の ｢世界が認める日本の食 150｣

による｡

7 日本政府観光局 (2010a), 39 ページ｡

8 農林水産省web サイト (http://www.maff.go.jp) 内の ｢日本食 10 選｣ による｡

9 平田 (2006), 153 ページ｡
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第 4章 近代中国における旅行社企業の創業過程
について

組織論的な観点からの分析

Ⅰ はじめに

世界観光機関 (UNWTO) の ｢ツーリズム： ビジョン 2020｣ では, 中国は世

界における上位観光目的地のナンバーワンになり, マーケット・シェアーの 8.3

％を占める｡ また, アウトバウンド国として第四位になり, マーケット・シェアー

の 6.4％を占めると予測されている1｡ これらのデータから, 近未来では中国は観

光大国になることが推測できる｡ 中国においては, 観光産業は 21世紀のリーディ

ング産業の一つに成長することが期待され, 観光の重要性はますます高まりつつ

ある｡ そこで, 今後中国の旅行社は経営管理のあり方をどのようにとるかという

ことが, 大きな課題の一つとなる｡ この課題を解決するには様々なアプローチが

あるが, 本研究では温故知新の観点から中国旅行社発展の原点と歴史を調べ, そ

の歴史から導き出される管理方式の解明を試みる｡ そして, その管理方式の特徴

を抽出し, 一つのモデルを作り上げ, 現代及び近未来の中国旅行社の経営管理に

役立つことを期待する｡

中国は 1920 年代に入ってから旅行社という組織が現れ, その経営管理の問題

が旅行社にとって非常に重要な課題であった｡ そのあたりの事情については, 近

代中国旅行社のパイオニアである ｢中国旅行社｣ (以下近代中旅) に見てとるこ

とができる｡ これまでの近代中旅をテーマとした研究では, 概して近代中旅の発

展において経済, 人事管理及び企業文化などの内容が主流であった2, 3, 4｡ そこに

は近代中旅の経営管理の在り方や意義などを明らかにするという, いわば組織論

的観点からの分析や企業経営管理との関連に関する論理が少なかった｡

本研究では, 組織論的観点から中国国内における近代中旅の発展過程を創業期,

成長期, 終末期の三段階に分け, その経営管理を分析する｡ 本論文では, まず近

代中旅の創業期 (1920 年代) について論じる｡ そこで, 最初に近代中旅の創立
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時代の背景を述べ, 創始者及び当時の組織構成とその特徴を紹介する｡ そして,

近代中旅の経営管理においてどのような在り方をとって展開されていたか, など

の問題を提起する｡ 具体的には, 環境適応機能と貢献意欲抽出機能について詳細

に述べる｡ 最後に近代中旅の創業期の経営管理方式から得られたポイントをまと

める｡

Ⅱ 1920 年代における中国旅行社の創立背景

中国は近代に入ってから工業発展により新都市が誕生し, 新たな道路と鉄道が

建設されたことで人々の旅のスピードがアップした｡ 近代化が進み, 鋼鉄生産量

は 1900 年の 25,890 トンから 1937 年の 1,515,030 トンまで 58 倍以上増えた｡

1877 年から 1937 年の間に 21,036.14 キロメートルの鉄道を建設した｡ また, 船

の数は 1895 年の 4,965,177 トンから 1911 年の 12,829,688 トンまで 2.5 倍に増え

た5｡ このような工業発展により社会構造が変化し, 中産階層が増えた｡ それゆ

え, 民族資本による工業への投資が年々増え, 1914 年から 1922 年の間に紡績業

界において計 44 軒の新工場が建てられた｡ 紡錘設備も 1914 年の 503,104 枚から

1922 年の 1,632,07 枚まで 9 年間で 2.3 倍となった6｡ 一方, 都会の速い生活リズ

ムから解放されたいという人々が増え, かつての伝統思想から脱皮しようという

願望が生まれた｡ 交通手段の改善という物的条件も加わり観光への需要が現れた

のである｡

それと同じ時期に中国の教育は近代化が進み, 大勢の若者は ｢父母在不遠門

(父母在せば遠游せず)｣ という孔子の思想を乗り越え, ｢走出国門 (国境を出ま

しょう)｣ という外国留学への道を選んだ｡ 彼らは ｢自強 (自分を向上させる)｣,

｢求富 (富を求める)｣ という目標をもって世界各国へ旅立った｡ その後, 留学し

て得た西洋の思想や管理方式を中国に持ち帰り, 中国社会の近代化を加速させた

のである7｡ 陳光甫 (図 1) はその大勢の留学生の中の一人だった8｡ 陳氏は友人

の庄得之9と一緒に 1915 年に上海で民族資本を中心とした金融機関である上海商

業貯蓄銀行 (以下上海銀行) を創立した10｡ 総経理の陳氏は ｢補助工商, 服務社

会 (商工業界に協力し, 社会に奉仕する)｣11 という新しい経営理念を上海銀行に
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取り入れた｡ この斬新な経営理念は創業

者陳氏がアメリカで学んだ知識を中国社

会に取り入れたものであり, 上海銀行が

近代中国社会に存在する理由でもあった｡

同時に, 旅行が好きな陳氏は中国社会構

造変化による観光への需要をいち早く察

知し, 旅行社を作ろうという意思が強く

持ったのである12｡ 陳氏の願望が周囲に

認められ, 1923 年 8 月に同僚の朱成章

と一緒に上海銀行の中に旅行部を設置し

た13｡ これは近代に入って中国人が自国

で初めて切り開いた旅行組織であった｡

その経営管理は ｢旅行に奉仕する｣ と

いう理念であった｡

Ⅲ 創業期における組織構成の特徴

上海銀行と比べ業務内容と業務時間が違うため, 1924 年 1 月に旅行部は上海

銀行と離れ別の所で新たな事務所をつくるようになった14｡ そして図 2 のように

職能別に内部組織を新たに設置した｡ それぞれの科は次のような職能を有してい

た｡ 即ち, 車務科は鉄道チケット購入販売業務を担当する｡ 航務科は汽船のチケッ

ト購入販売業務を担当する｡ 会計科は各鉄道と汽船公司のチケット財務決算を担

当する｡ 出版科は旅行に関する定期刊行物の出版とマーケッティング活動を担当

する｡ 荷物科はフォードトラックを三台購入し観光客の荷物運送を担当する15｡

経営管理はアメリカ式のトップダウン型の意思決定であった16｡ 総経理の元で

意思決定と動機づけ管理を遂行していた｡ 陳氏は総経理でありながら所有者でも

あった｡ それゆえ ｢所有者的経営者｣ の性格が見られた17｡ ミドル・マネジメン

ト管理職の副総経理は朱成章が兼職し, 統括職能を担うと同時に監督職能も担っ

ていた｡ それぞれの科の責任者は一部の業務を担当していたので, ロアー・マネ
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図 2 旅行部の組織構成図
出所：中国旅行社総社档案 『本社社史及其有関文件』 巻号 Q368－1－36 上海市档案

館の資料より作成｡
注：図の中の ｢株主会｣ は資料では ｢股東会｣ と書いてあった｡

1925 12 26

1925 5 5

1924 7 15

1926 5 1

1924 12 1

1925 8 1

1924 6 1

1924 6.1

1923 4 15

1924 4 22

1923 9 1

図 3 全国における 11 ヶ所の支部と設立時間
出所：中国旅行社総社档案 『本社社史及其有関文件』 巻号 Q368－1－36 上海市档案館の資料よ

り作成｡ (地図は現代のものを利用)｡



ジメントは監督職能を担うと同時に作業職能もまた担っていた｡ それらによって

創業期における旅行部内部の管理層 (トップ, ミドル, ロアーという 3層) は確

定されたが, 管理職能の専門的分化は明確ではなかった｡ 事実, 旅行部は作業領

域の部門分化によるロアー・マネジメントの形成を基盤としていた｡ 経営管理に

おける二重機能はこの基盤を通じて推進されていた｡

旅行部は上述のような組織構成の元で当時中国の複雑な社会環境に応じながら

軍閥, 政権, 愛国同士などの力を借りて業務範囲と業務内容を中国の東, 中, 北

及び東北地域の瀋陽まで拡大した｡ そして, 図 3のように全国鉄道分布に応じて

計 11 個の支部を立ち上げた｡ それぞれの支部は旅行部の意思決定に従って管理

活動を実施していた18｡

Ⅳ 環境適応機能の実施について

当時, 旅行部には業務に詳しい人がいなかった｡ さらに国内観光市場の未開発,

内戦, 外国旅行機関の独占などにより業務活動の実施は極めて困難であった｡ 以

下, 旅行部における業務活動の展開を通じて環境適応機能の実施を考察してみよ

う｡

1 イメージ宣伝活動

旅行部が設立された当初, より多くの顧客が旅行部のサービスを利用できるよ

うにすべてのチケット購入者に特製の札入れをプレゼントした19｡ それと同じく

1924 年 5 月に中国初の英語版旅行小切手を発行した際, 宣伝のためにすべての

購入者に皮製の札入れをプレゼントした20｡ また, 当時の中国では大変珍しいこ

ととして, 訓練された接待係が統一した制服を着て駅や港で顧客を送迎するとい

う業務活動を行った｡ 全員赤い星の形に黄色い ｢上海｣ の二文字を加え, 星の周

辺に青い色を付けた旅行部の徽章を付けた｡ (その後旅行社が設立された時, ｢上

海｣ の二文字を ｢旅｣ にした｡) それは星のバッジを付けている人こそが旅人の

利便を与えることができるという意味であり, 旅行部の業種イメージを社会にア

ピールしたことでもある21｡ 更に, 1927 年の春に中国初の旅行雑誌である季刊誌
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『旅行雑誌』 を出版した22｡ 一冊 0.2 元という採算度外視の低価格で販売された｡

同時に, 旅行部はイメージアップをはかり, 各組織と密接な人間関係を築くため

に, 出版された雑誌を中外交通機関及び高級官僚に寄贈した｡ 初版の雑誌は大変

人気があり, 発売して一ヶ月も立たないうちに完売した23｡ これは中国社会に観

光の需要が現れ始めたことを意味する｡ しかし, 雑誌の低価格販売活動は経営原

理に基づいた組織活動ではなく, 組織活動における ｢非有効的｣ なものとい言わ

ざるを得ない｡ 一方, これらのイメージ宣伝活動を実施することよって新たな市

場が生まれ, 環境適応機能における ｢創造的｣ 局面が現れた｡ その市場拡大につ

いて次の三つの業務活動から見て知ることができる｡

2 船車チケット購入販売代理活動

中国国内鉄道の建設が着々と進み, それに伴って旅人の往来は急速に増大した｡

このような環境の中で, 5, 6 名の従業員からなる旅行部は“与人方便 (旅人に

利便を提供する)”という経営方針に基づき, まず上海～南京, 上海～杭州～�

波両鉄道のチケット購入販売代理の業務活動をスタートした24｡ 具体的には次の

ような環境適応活動を行った｡

(1) 送迎サービス

当時の中国では, 鉄道網が未発達で, 橋作りの技術も進んでいなかったため,

揚子江や黄河を挟んだ鉄道はすべて乗り換えが必要だった｡ 例えば, 旅人の上海

から北京までの移動は揚子江があるため途中の鎮江駅で降り, 船で揚子江を渡り,

再び別の列車に乗らなければならない｡ このような長距離旅の途中で複雑な交通

手段に乗り換えることは顧客にとって大変不便なことであった｡ 特に家族連れや

荷物の多い人にとってはなおさら困難なことであった｡ 人々は長途の旅に伴う煩

瑣な手続きやリスクを好まない｡ 従って, それらを代行し準備するサービスが必

要である｡ 旅行部はそれを察知し, 外国の旅行社と比べ有利な立地条件を利用し

てそれらの人に対して送迎サービスを提供するという戦略を打ち出した｡ 具体例

として, 南京支部の担当者が鎮江駅で顧客を迎え, 一緒に船に乗って揚子江を渡

り, 乗り換えの列車の車両まで案内した｡ このサービスは顧客の乗り換えに伴う
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悩みを緩和し, 市場からの信頼度を高めた25｡ このような外部環境に適応したサー

ビス活動を実施することによってチケット購入販売代行業務は急速に拡大した｡

全国鉄道沿線で 11 の支店を設置し, アメリカ, 日本, カナダの外国鉄道までの

業務範囲拡大に成功した｡ 更に, 鉄道チケット購入販売代理業務のみから国内と

外国の汽船チケットの購入販売代理業務まで獲得した26｡ 当時の中国国内では度々

軍閥による内戦と内乱が起こり, 駅でチケットの購入が難しくなった27｡ そのこ

とも加え, 旅行部の顧客数が急増し, 1926 年のチケット代買収入は 1924 年より

2.3 倍以上増えた28｡ こうした結果は, 当時の中国における地理的環境と社会環

境から生じた旅人の乗り物に対する悩みを解決しようという戦略的意思決定によっ

てもたらされた｡

(2) 出国手続き申請代行

中国近代社会における第 1号の旅行組織として旅行部は未経験のまま業務活動

をスタートし, 顧客の欲求に対応しながら, 経験を積むしかなかった｡ しかし,

思いもしないことが起きた｡ 開業の日に二人の顧客が来店し, 上海からロンドン

経由ニューヨークまでの通しの切符を購入するように頼んだのである｡ その時こ

の業務はまだ実施していなかったので, 旅行部ではそのようなチケットを扱って

いなかった｡ しかし, 顧客を獲得し, 顧客の欲求を満足させるために, 副総経理

の朱成章が自ら車を運転して外国の旅行社支店に行ってチケットを購入し, 再び

旅行部に戻って顧客に渡した｡ このことがきっかけで旅行部は出国の中国人や華

僑に旅の利便を与えるために国際旅行業務に携わることにした｡ 出国の手続き申

請代行サービスを実行するために中国駐在の外国大使館と連絡を取り, 入国の手

続きを調べ, 必要に応じて様々な書類を作って顧客を案内した｡ 更に外国の鉄道

や船のチケットを手配し, 目的地に到着するまでのサービスを提供した29｡ こう

したことによって, 旅行部の外部環境は国内顧客, 国内交通機関だけではなく出

国する顧客と外国の交通機関及び外国の政府機関にまで拡大した｡ このような業

務拡大に伴い, 旅行部を取り巻く環境が複雑になり, 組織における外部環境への

適応能力が鍛えられたのであろう｡
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(3) 業務拡大戦略

中国では清朝から列強各国が争って中国の鉄道敷設権を獲得した｡ 鉄道会社は

単なる鉄道経営権を有するだけではなくそれ以外にも様々な特権が与えられたか

らだ｡ 表 1のように旅行部がチケットの購入販売代理権を獲得したほとんどの鉄

道は外国人が経営管理に関わっていた｡ 外国の旅行社も利益を獲得するためにそ

れぞれ関連鉄道を仕切っていた｡ このような外部環境の中で, 旅行部の業務拡大

は決して容易ではなかった｡ 例えば, 当時東北地域の中東鉄道と南満州鉄道の現

状は次の通りであった｡ 中東鉄道の管理運営権はロシア側が握っていた｡ 旅行業

務は万国寝台会社 (ワゴンリー) が独占していたため, 旅行部はどんなに努力し

ても中東鉄道のチケット購入販売代理権を獲得できなかった｡ 一方, 南満州鉄道

はもっぱら日本国際観光局が旅行業務を管轄していた｡ 旅行部はチケットの購入
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表 1 旅行部が鉄道代理販売鉄道及び経営管理権

出所：中国旅行社総社档案 『本社社史及其有関文件』 巻号Q368－1－37上海市档案館と厳中平 『中国近
代経済史統計資料選輯』 科学出版社 1955 年両資料より作成｡



販売代理業務を獲得するべく二つの鉄道

会社に何度も交渉したが, すべて拒否さ

れた｡ 結局, 当時中国の東北地域で最も

有力な軍閥指導者・張作霖の ｢面子｣ に

よってようやく南満州鉄道のチケット購

入販売代理権が手に入った30｡

この二つの鉄道会社の事例を通して旅

行部における意思決定の成功と失敗には

次の原因が考えられる｡ 地理的には二本

の鉄道とも中国の東北地域に位置してい

たが, 二つの鉄道会社を取り巻く環境は

それぞれ異なった｡ しかも図 4のように

その二本の鉄道はもともと一本の鉄道・

東清鉄道から分離されたものであった｡

本来の東清鉄道はロシア帝国が中国東北地域の北部に建設した鉄道路線であった｡

満州里からハルビンを経て綏芬河へと続く本線と, ハルピンから大連を経て旅順

へと続く支線からなる鉄道であった｡ 1897 年に形式上は露清銀行によって ｢東

清鉄道株式会社｣ (大清東省鉄路) が設立された｡ その後日露戦争が勃発し,

1905 年にポーツマス条約により長春から大連の南満州支線は日本に譲渡され南

満州鉄道 (満鉄) になった｡ 1911 年に辛亥革命によって中華人民共和国が成立

すると東清鉄道はその名称を中東鉄道と変えたが, ロシアによる中東鉄道の利権

は継承された｡ そして 1917 年ロシア革命によってソ連が成立した後も中東鉄道

の利権・運営はそのままソ連に継承され続けた｡ ソ連は中東鉄道の経営運営権だ

けではなく, その鉄道の沿線で ｢絶対的かつ排他的な行政権｣ を有していた｡

1924 年に奉直戦争に勝った満州の軍閥・張作霖は, ソ連と奉ソ協定を結んで

中東鉄道を中ソ合弁とした31｡ 実際, 当時張作霖政権とソ連の関係は良好ではな

く, ソ連の鉄道支配人のA・I・イワノフが実権を握っていた32｡ 一方, 日本は日

露講和条約によりロシアから南満州鉄道の施設と経営権を譲り受け, 1906 年に

南満州鉄道株式会社を設立した｡ 南満州鉄道は 1945 年の第二次世界大戦の終結
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図 4東清鉄道
出所：http://www.google.co.jp/



まで中国東北部に存在した日本における半官半民の特殊会社であった33｡ この二

本の鉄道に関わっていた張は日露戦争で日本関東軍に協力したことから日本の庇

護を受け, 一時的に日本と密接な関係があった｡ ロシアとは中東鉄道の共同経営

者であるが, 友好な関係ではなかった｡ 従って, 二つの鉄道会社を取り巻く環境

は中東鉄道の方が南満州鉄道より遥かに複雑であったと考えられる｡ 本来なら,

組織における意思決定は環境に適応したものであるべきだが, 旅行部はこの二つ

の鉄道会社に対して同じ意思決定を実施してしまった｡ それゆえ, 中東鉄道に対

しては最初の意思決定を修正しなければ, その目的を達成するには困難であった

だろう｡ また, 組織は社会の中で自らの維持・継続がその目的を随行する適切な

行為と環境条件の双方に依存していくべきである｡ 換言すれば, 旅行部が物的,

人的, 社会的主要因に従って適切な目的を設定しなければならない｡ その目的に

対して様々な手段の中で最も適合した手段を選択し, 目的の効率的な達成を目指

すべきである｡ 南満州鉄道への戦略活動は地域の軍閥を利用するという適合的な

手段を選んだからこそ成功したと考えられる｡ これは組織活動に関係する組織の

｢有効性｣34 を実現したことを意味する｡

3 留学手続きの代理サービス

当時の中国人にとって外国留学の手続きは非常に複雑であり, 外国の情報もあ

まりなかった｡ そこで旅行部は留学の利便を提供するために大学生を対象とした

留学手続きの代行業務に取り組んだ｡ 毎夏旅行部は各大学で欧米名門大学の留学

案内を配り, 留学ビザ申請代行, 外貨の両替, 船チケット予約などの業務を行っ

た｡ 更に, 外国の船会社と契約し, 船が目的地についたら船会社の人に留学生を

迎えてもらい, 入国手続きの手伝い, 汽車までの案内といったサービスを提供し

た｡ そして, 1923 年の春には 『遊美手続輯要』 というアメリカ留学のための説

明書を出版した35｡ 更に, 1924 年 8 月 10 日と 22 日の二回にわたって, アメリカ

留学の中国人留学生計 140 名を中国初の ｢中国学生船｣ という留学生専用船でア

メリカまで送った36｡ この事例から分るように旅行部は自ら打ち出した経営理念

に沿って, 当時の中国人の ｢出門難 (旅をすることは難しい)｣, ｢出国更難 (出

国をすることはなおさら難しい)｣ という悩みを解消した｡ これらのサービス活
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動を実施することによって旅行部の顧客層は留学生にまで拡大した｡ 一方, 旅行

部が提供した欧米名門大学の情報は, 留学生からは一種の権威を帯びたものとし

て受け取られた｡ それが大学生の進路に影響を与え, 留学が選択肢の一つになっ

た｡ かくて旅行部は近代中国留学事業の発展に主導的な役割を果たした｡ これは

旅行部における留学手続き代理活動の ｢有効性｣ が実現されたことを意味する｡

4 観光ツアー開発

1924 年の春から毎年鉄道と協力して専用列車で杭州観光ツアーを組んだ｡ 専

用列車の席は旅行部が設計し, 顧客の座席をすべて指定した｡ 席取りによる混乱

を招くことなく観光客は落ち着いて整然と観光することができた｡ この座席指定

のアイデアは旅行部にとって初めての試みであり, 大いに宣伝効果を高めた｡ ま

たサービスとして観光客のために編集した ｢湖上春光｣ というハンドブックを参

加者全員に渡した｡ ハンドブックの中には多くの風景写真を載せ, 観光計画, 食

事と宿泊の住所, 遊覧船の価額及び杭州のお土産まで細かく紹介した37｡ このよ

うな旅行部発のアイデアは多くの観光客に旅の喜びを与え, ツアーを成功に導い

た｡ 秋には杭州支部から長距離バスーを用意して“海寧観潮”ツアーを実行し

た38｡ また“恵山遊湖”ツアー (太湖遊覧),“富春攬勝 (富春遊覧)”ツアーなど

の短期ツアーも実施した｡

1924 年 6 月 23 日に莫幹山の避暑地で夏の臨時事務所を開き, 通しの切符の購

入販売代理と観光地案内の業務活動を展開した｡ 顧客の出迎え, 銀行小切手の引

き換えなどのサービスも提供した39｡ その後, �嶺 青島, 北戴河など有名な避

暑地でも臨時事務所を開き, 観光業務活動を拡大した40｡

1926 年の春に旅行部初の外国旅行ツアーとして日本桜観光ツアーを開催した｡

旅行部の担当者許兆豊は計 20 人あまりの観光客を引率し, 二週間にわたって,

長崎, 京都, 東京, 日光, 大阪, 宮島, 別府などの観光地を訪ねた41｡

上述した観光ツアー開発について, 旅行部は当時の中国人に観光動機がまだ現

れていなかったという社会環境を把握し, 国内・外国観光ツアーを行うという新

たな試みを実施した｡ それを通じて国内観光需要を喚起しようという狙いがあっ

た｡ これは旅行部が中国社会に積極的に働きかけることによって自らの環境適応
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機能を変革しようとしたものであり, 旅行部における環境適応機能の ｢創造的｣42

局面の実現を目指したものといえよう｡ 国内における名所遺跡の開発に役割を

果たし, さらに海外ツアー実現により外部環境適応能力をより一層高めたと考え

られる｡ そして, 我々はここで観光ツアーを成功させ, 観光客に安心, 安全かつ

楽しく景色を楽しんでもらうために座席指定というアイデアを取り入れたことに

注目しなければならない｡ 旅行部は当時の社会環境を分析し, 席取りという事情

を予測し, それを解決するために座席指定という行動を取った｡ これは旅行部が

意思決定を実施する過程の中でマイナス的な随伴的結果を予測し43, そのマイナ

ス的な影響が出ることを防ぐために取った行動であろう｡ このように組織は意思

決定を実施する過程の中で現れるマイナス的な随伴的結果をどのように避けるか,

またはそれをどのようにプラス的な結果に変えるかということが組織の目的を実

現させる鍵となるであろう｡

以上, 旅行部における外部環境適応機能は, チケット購入販売代理を中心とし

た留学手続き代行, 観光ツアーの開発といった業務活動によって遂行されていた｡

それらの業務は当時外国の旅行機関とほぼ同じものであったが, そのサービス活

動は旅行部の戦略的な意思決定であり, 旅行部成長の重要な要因といえよう｡

Ⅴ 貢献意欲抽出機能の実施について

内部管理において旅行部は上海銀行の一部であったため, 基本的に上海銀行と

ほぼ同様であった｡ 旅行部は従業員自身の創意と努力によって業務活動の効率性

を求め, 彼らの旅行業務への積極的な貢献を目的としていた｡ すべての新従業員

はまず上海の旅行部で研修を受け, 各業務を熟練してから支部に派遣された｡ 一

方, 旅行部は従業員の動機や欲求に応じて, 様々な動機付け活動を導入した｡ そ

れの実施によって彼ら自身の資質を向上させ, 業務活動への貢献を期待していた｡

1 内部管理制度

(1) 出勤制度について

組織の信頼は営業時間を厳密に守ることが基本である｡ 旅行部は従業員全員に
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対して出勤時間を確保するために出勤制度を設けた｡ 総経理をはじめ従業員全員

は 9 時の出勤であるが, 8 時 45 分前に到着し出勤簿にサインをしなければなら

ない｡ 1 分遅刻で午後出勤扱い, 5 分遅刻で 1 日休暇扱いと定めた｡ この規則を

守るために皆勤奨励金制度を実施した｡ 更に, 全年度無遅刻無休暇の者には年度

末に一ヶ月分の給料を追加するという動機付け管理を実施した44｡ この勤務時間

評定制度は旅行部の信頼度を高めるという目的と従業員の金銭的目的を調整する

ために作り出した対応策だと考えられる｡ 旅行部は従業員の金銭動機を満足させ

ることによって従業員を営業時間確保という旅行部の目的達成に導いたのである｡

(2) 昇進・昇給制度について

組織が期待している管理の目標をどこまで達成できるのか, それは組織活動の

｢有効性｣45 の実現の問題である｡ 旅行部は従業員一人一人の能力を最大限に発揮

させ, 従業員の業務遂行能力向上を目指していた｡ その対策として人事管理にお

ける昇進・昇給制度を実施した｡ 具体的には, 職務を職員, 事務員, 助員, 試用

助員という四級に分け, 更に, 各級を三級三等に分けた｡ 各クラスは給料の格差

に反映された｡ 全従業員に対して毎年実施された業績評価, 勤務査定及び組織内

外でのキャリアなどを総合判断し, その結果によって昇進の結論を下す46｡ これ

はアメリカ式の職階昇進制度だと思われる47｡ 従業員が昇進の目的を達成した場

合, その努力は ｢有効的｣48 である｡ そして旅行部における昇進・昇給活動の

｢有効性｣ は従業員個人の有効的行為の集計である｡ それゆえ, 従業員に個々の

昇進・昇給の目的達成は旅行部が期待していた従業員の業務遂行能力の向上とい

う目標達成に繋がるのである｡ しかし, 従業員の観点からみれば昇進行為の達成

に生じた ｢非能率的｣ な問題は旅行部の課題である｡ それを解消するために, トッ

プマネジメントによる直接奨励制度を実施した｡ 総経理は年末に業績の優れた従

業員を招き, 優れた業績をほめると同時に, 赤い紙で包んだ奨励金を慰労金とし

て自ら手渡した49｡ このように旅行部は従業員における昇進行為を達成する過程

の中で生じた不満を解決し, 従業員の貢献意欲を引き出そうとしていたと思われ

る｡
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(3) 扣儲特儲制度について

旅行部は従業員を職務に安定させ, 定年退職後の生活を支援するために“扣儲

特儲”制度を実行した｡ 毎月給料の 10％を差し引き, 旅行部はその差し引いた

のと同額の金額を加え, ｢行員特儲｣ という個人の貯蓄として上海銀行に預ける｡

入社 5 年以内に退社する人はその貯金金額の 50％しかもらえない｡ 入社 6 年後

に退社する人は貯金の 60％を引き出せる｡ このように入社年数の順次に 10％ず

つ上がる｡ 入社 10 年後に退社する人は全額支給という規定を定めた50｡ これは従

業員それぞれが自分の職務を忠実にこなし, 従業員を組織と一体化させるための

動機付け管理活動と言えよう｡

(4) 従業員持株制度について

旅行部は上海銀行と同じ当時の中国では極めて珍しいこととして ｢従業員持株

制度｣ を実施した｡ その方式は, ①株式賞与方式 (share bonus plans) で, 利

益の分配の一形式として, 保有する自社株を無償で高級職員に分配し ｢優待株｣

を持たせた｡ また, 年末の謝礼金として従業員に株を分配した｡ ② 株式買入方

式 (share purchase plans) で, 旅行部が従業員だけではなく雑用係にまで株を

購入させた｡ しかも, 上海銀行による無利息貸付で交付することも可能であっ

た51｡ この ｢従業員持株制度｣ は当時アメリカから導入されたものだと考えられ

る52｡ そして,“扣儲特儲”制度とほぼ同じように旅行部が従業員の財産形成を支

援する 1つの取り組みとして従業員の退職後の所得を確保し, それによって従業

員の職業に対する安心・安全感を与えたのである｡ 同時に, 全従業員資本の動員

によってもっぱら安定株主を作り, 資本貯蓄を促進する一つの手段としていたこ

とと考えられる｡ そして, それを実施することによって旅行部の生存は従業員の

努力に直接関わっているという意識を全従業員に持たせ, 従業員の組織への貢献

意欲を高めさせることもできたのであろう｡

こうした賃金, 奨励金, 預金, 株を中核とした制度はトップマネジメントによ

るアメリカ管理方式の導入を中心としたものと考えられる｡ 従業員に対する動機

付け管理はそれらの管理制度を通じて遂行し, 彼らの金銭動機に満足を与えるこ
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とによって旅行部への貢献意欲を引き出そうとした｡

2 人材採用と育成について

近代初期の中国では, 工業発展に伴い多くの人々が地域から大都市に集まり,

親戚・同郷人が同一分野の事業に従事する傾向が強く, 職業は幇組織と密接な関

連性があった｡ 従って, 新しい都市における人と人との信頼関係は親戚同士・同

郷同士の人間関係から成り立っていた｡ 金融界において鎮江派, 寧紹派など様々

な派閥が現れ, その人材選びの特徴としては, 所謂“任人唯親 (才能のいかんを

問わず親戚・縁故の関係だけによって人を任用する)”が主流であった53, 54｡ しか

し, 旅行部の場合, その慣習をまったく無視し, 優秀な人材さえあれば, 出身地

とまったく関係なく才能によって採用する｡ つまり“任人唯賢 (親戚・縁故では

なく才能だけによって人を任用する)”の原則で能力主義を重視した｡ 旅行部は

招聘制人事制度を中心に実施していた55｡ 滬寧鉄道会社に勤め, 交通運輸に詳し

い庄鋳九をはじめ, 関連業界の専門家を招聘し, 彼らに業務活動の協力と新人育

成に協力してもらった｡ それらの専門家に対して, 高賃金, 要職という特別動機

づけ管理を実施した56｡

また, 旅行部は管理職と作業職を大きく分けて教育活動を実施した｡ 従業員に

対して技術・技能を中心とした教育活動を行った｡ そして, 総経理自ら講師になっ

て業務技能や知識を教えながら, 組織が団結して旅行に奉仕するという経営理念

をも従業員に注ぎ込んだ｡ 管理職に対して管理知識を中心とした教育活動を実施

し, 上海銀行から資金を出して海外留学の経験がない上級職員を外国研修に行か

せた｡ 国内外の専門家と学者を招いて講演会を開き, 上級職員のために特別講座

も開いた｡ 同時に, 教育訓練以外, 従業員のために一部の資金を出して外国から

本を大量に購入し図書室を設置した57｡ つまり, 旅行部はそれらの教育によって

従業員の組織への貢献度を高めることを期待していたと思われる｡

更に, 上海銀行を中心に社内月刊誌 ｢海光｣ を作った｡ 組織の運営趣旨を説明

し, 職場の経験を共有し, お互いに技術を切磋琢磨するために全員投稿できるよ

うな体制を取った｡ 雑誌の主な内容は, 国内外における優れた管理方法の紹介,

国内外で発生した金融事件の記載, 各都市の商業情報の紹介, 各支店及び各部門
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の業務情報の紹介であった｡ また計画的に業務知識と経営管理知識を紹介し, 業

務調査報告書なども載せた｡ 更に, 従業員同士の結婚, 出産, 引っ越しなどの個

人情報をも掲載した58｡ その他, 度々テーマを出して原稿を募集し, 当選した人

に奨励金を与えた｡ この ｢海光｣ 社内誌は従業員自らの業務能力を高めさせる目

的以外に支店間, 支店と本店間の関係を密接にし, 情報交換, 意見交換をする場

でもあった59｡ このように旅行部は人間関係的な管理手法を実施することによっ

て, 従業員のモラルを向上させることを目指したのである｡

3 福利厚生増進について

一方, 旅行部は従業員の健康を重視し, スポーツ活動に積極的に参加するよう

に促した｡ そして上海銀行と一緒に球技のチームを作って運動会を開いた｡ また,

給料や様々な福利も充実させ, 他の組織と比べ特別によい待遇だと言われた｡ 例

えば, 従業員子供の教育費の補助, 本人及び家族の医療費補助, 組織内に設置し

た“診察所”での無料診察などがあった60｡ これは旅行部が従業員が心身とも健

康であることを期待し, 旅行部への貢献意欲を引き出そうとした動機付け活動で

ある｡

総じて言えば, 上述した三つの管理活動は旅行部における動機づけ管理の最も

主要な柱である｡ 西洋管理方式のトップマネジメント導入が主流であったが61,

それらの管理活動を通じて貢献意欲抽出機能が遂行されていたと言えよう｡ また,

旅行部における ｢旅行に奉仕する｣ という経営理念は, 旅行者に良いサービスを

提供することと理解できる｡ そのサービス活動に直接かかわっていた従業員は旅

行者に対してどのような対応を取るのか, 従業員の資質と業務の熟練度が問われ

る｡ 旅行部は上述した経済的動機付け管理活動を実施することによって彼らの労

働意欲を満足させ, 旅行者へのサービス活動を積極的に提供することを期待した

のである｡

Ⅵ おわりに

以上, これまで述べてきた近代中旅の創業過程に関して, 組織論の観点から観
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察してきた｡ 近代中旅の経営は ｢旅行に奉仕する｣ に導かれた経営管理方式であっ

た｡ その経営管理方式の内容は業務活動を通じ観光市場に様々なサービスを提供

すること, 内部管理活動を通じて動機付け管理活動を実現することという二つで

構成されていた｡ 前者は, 旅行部における国民の ｢行 (移動)｣ の悩みを解消し

たことによって環境適応機能を果たしたと言えよう｡ 後者は, 従業員の資質向上

と職務遂行能力の向上という二つの目的を達成することによって貢献意欲抽出機

能を果たしたと思われる｡ それらについて次の 3点に要約することができる｡

1 . 旅行部の組織は, チケット購入販売代理業務の拡大によって全国に 11 個の

支部を立ち上げた｡ それは旅行部が外部環境適応機能を効率的に遂行したこ

とで組織拡大が実現できた結果といえよう｡ しかし, 動機付け管理活動は組

織構造が直接担うものであるが, 旅行部本部内の組織構造は管理職能におけ

る専門的分化は未確定であった｡ 従って, 経営管理における二重機能の継続

性に対してマイナスの影響を及ぼしたのであろう｡

2 . 1920 年代の中国社会では, 鉄道建設を中核とする公共投資の拡大に伴って

人口の移動が活発に展開された｡ 旅行部は社会の需要に応じて船車チケット

購入販売代理業務範囲を国内から外国へと拡大した｡ そして, 留学手続き代

行活動, 観光ツアーの実施及び観光情報の伝達などの業務活動を実施する過

程で, 環境に適応したサービスを提供することによって業務内容を漸次拡大

したのである｡ ここに ｢順応的｣ な性格を見ることができよう｡ また, 南満

州鉄道における戦略的意思決定の実現, 留学手続きにおける情報提供活動の

成功は旅行部における組織活動の ｢有効性｣ の実現と考えられる｡ そして,

観光ツアーの開発は旅行部が積極的に中国社会に観光への呼び掛け行動であ

り, 旅行部の意思決定における ｢創造的｣ 局面への実現でもある｡ しかし,

情報宣伝のための雑誌の低価格販売は経営原理に基づく組織活動ではなく,

組織活動の ｢非有効的｣ な結果になってしまった｡ それゆえ, 雑誌出版にお

けるコスト削減と販売価格の合理化は旅行部にとって改善すべき課題となっ

たであろう｡

3 . 旅行部は様々な管理制度の実施, 人材育成活動の実施及び福利厚生推進活動

の実施という三つの内部管理活動を実施していた｡ 旅行部の動機付け機能は
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それらの三つの管理活動によって担われていた｡ それらの内部管理活動の目

的を達成することによって従業員にサービス精神を持たせる方向へと導いた

のである｡ とりわけ旅行部は経済的動機付け管理活動を実施することによっ

て従業員の労働意欲を高めようとしたと考えられるのである｡

注

1 (財) アジア太平洋観光交流センタ－APTEC (1999) ｢ツーリズム：ビジョン 2020｣

APTEC｡

2 張俐俐 (1998) ｢近代中国第一家旅行社述論｣ 『中国経済史研究』 1998 年 第 1期｡

3 易偉新 (2010) ｢中国近代企業集団的人本管理述論｣ 『湖南科技大学学報 (社会科学版)』

第 13 券 第 3期｡

4 易偉新 (2009) ｢中国近代旅游企業的企業文化建設研究―以中国旅行社的 CIS 為例―｣

『湘潭大学学報 (哲学社会科学版)』 第 33 券 第 3期｡

5 汪敬虞 『中国近代経済史』 人民出版社 2000 年 P2034～2035｡

6 同書 (P1622)｡

7 1912 年中華民国臨時政府が設立され, 初内閣 18 人の中 15 人は留学生の出身だった｡

また, 1912 年から 1928 年までに歴代の北洋政府内閣の内留学経験者は計 56名であり,

内閣の 51％を占めていた｡ (王慧 (2009) ｢中国近代愛国留学生及科学教育在中国的発

展｣ 『教育史研究』 第 141 期｡)

8 陳光甫は 1881 年 12 月 17 日に江蘇省鎮江市で生まれ, 12 歳から 7 年間の見習い生活

を送りながら, 英語と金融を懸命に学んだ｡ 1899 年に中国漢口税関郵便局の試験に合

格し, 1904 年アメリカのセントルイス万国博覧会中国館の工作員としてアメリカへ行っ

た｡ その後アメリカに残り, ぺンシルベニア大学ウォートン・スクールに留学し経済

学を学んだ｡ 卒業後, アメリカの銀行で研修を経て 1910 年に帰国した｡ 江蘇銀行総経

理, 中国銀行の顧問などの職務を経て, 1915 年に上海で上海商業貯蓄銀行を創立した｡

(近代中国工商経済従書 『陳光甫与上海銀行』 中国文史出版社 1991 年 P1～2, P

81～82｡)

9 庄得之は外国商人の貿易の仲介役で, 主に兵器弾薬の商売を営んだ｡ 1912 年から中国

赤十字会の理事長に就任した｡ (近代中国工商経済従書 呉経硯 ｢上海商業貯蓄銀行歴

史概述｣ 『陳光甫与上海銀行』 中国文史出版社 1991 年 P3｡)

10 上海銀行は 7人の株主で合わせて 10 万元の資本金からスタートした｡ その内, 庄得之

は 22,000 元の出資で理事長になり, 陳光甫は 5,000 元の出資で総経理になった｡ 1915

第 4 章 近代中国における旅行社企業の創業過程について74



年, その他の私営銀行では, 浙江興業銀行の資本金が 75 万元, 塩業銀行の資本金は

150 万元, 中国通商銀行の資本金は約 350 万元だった｡ それらの銀行と比べ上海銀行

は上海地域のミニバングと言われた｡ しかし, 陳光甫と庄得之の活躍でその 6 年後の

1921 年に資本金を 250 万元までに増加し, 設立した当時の 24 倍も増えた｡ (近代中国

工商経済従書 P3｡)

11 具体的な方針について, 近代中国工商経済従書 『陳光甫与上海銀行』 中国文史出版社

1991 年 P2 を参照されたい｡

12 陳氏による旅行部の設立動機について, 近代中国工商経済従書 P224～226 を参照され

たい｡

13 陳氏はイギリスを旅行した際, 銀行や大手デパートが旅行部を設置していたのを見て,

帰国後自分の銀行にも旅行部を設置するようになった｡ (近代中国工商経済従書 P

216｡)

14 中国旅行社総社档案 『本社社史及其有関文件』 巻号 Q368－1－36 上海市档案館の資

料｡

15 同 上｡

16 近代中国工商経済従書 P109｡

17 南龍久 『現代企業の経営組織』 白桃書房 1996 年 P87｡

18 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－37｡

19 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－37｡

20 近代中国工商経済従書 P191｡

21 同上｡

22 雑誌の主な内容について, 将湘� (2005) ｢≪旅行雑誌≫与中国旅行社｣ 『滄桑』 2005・

2－3 を参考にされたい｡

23 近代中国工商経済従書 P206｡

24 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－37｡

25 同上｡

26 上海国際港は各国の船会社と関わりがあったため, 旅行部はこれを利用してイギリス,

アメリカ, 日本, フランス, イタリア, カナダ, オランダなどの外国の船会社計 23 社

と契約しチケット購入販売代理権を獲得した｡ (同資料｡)

27 近代中国工商経済従書 P190｡

28 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－477｡

29 近代中国工商経済従書 P190｡

30 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－37｡

31 http://www.geocities.co.jp/SilkRoad-Lake/2917/zatsu/sokaimodoki.html

75



32 http://ja.wikipedia.org/wiki/％E4％B8％AD％E3％82％BD％E7％B4％9B％E4％BA％89

33 http://ja.wikipedia.org/wiki

34 組織の ｢有効性｣ については, 南龍久 『現代企業の経営組織』 白桃書房 1996 年

P45～46 を参照されたい｡

35 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－37｡

36 薜念文 『上海商業貯蓄銀行研究』 中国文史出版社 2005 年 P207｡

37 近代中国工商経済従書 P198｡

38 潮の満ち引きと独特の地形によってもたらされる川の逆流現象｡ この海寧では漢の時

代から逆流見物の習慣が始まり, 南宋の時代には毎年旧暦の 8月 18 日を観潮節と定め

て祭りが始まった｡ この祭りは現在に至るまで続いており, 期間中は中国全土, はた

また世界各地から多くの観光客が自然の神秘を体験しに訪れる｡

(http://jp.chinahotel.com.cn/chinahotels_city.php)

39 莫幹山は中国浙江省の北部徳清県に位置し, 上海, 杭州と寧波いわゆる長江デルタ地

域の中心部に聳えている｡ 中国江西省の廬山, 河北省の北戴河, 河南省の鶏公山とあ

わせ中国四大避暑聖地と言われており, 中国重点風景名勝の一つである｡

(http://www.bangbenw.com/wzlf/lyzg1/zgmsml/201006/t20100604_107852.shtml)

40 近代中国工商経済従書 P198｡

41 中国旅行社総社档案 巻号Q368－1－37｡

42 ｢創造的｣ 局面と ｢順応的｣ 局面については南龍久 『現代企業の経営組織』 白桃書房

1996 年 P44 を参考にされたい｡

43 三戸公は次のように述べている｡ ｢組織的行為においては目的的結果の達成のために諸

情報を蒐集し, いくつかの代替案をたて, それぞれの長短を予測して行為に入るもの

である｡ 随伴的結果もまた, 目的的結果の分析・予測と同じだけの時間とエネルギー

と費用をかければ, 相当のところまで, 予測・予期は可能である｡｣ (三戸公著 『随伴

的結果：管理の革命』 東京 文眞堂 1994 P107｡)

44 近代中国工商経済従書 P111｡

45 C・－・バーナード著 山本安次郎はか訳 『経営者の役割 (新訳)』 ダイヤモンド社

2001 年 P20｡

46 近代中国工商経済従書 P11｡

47 古川栄一・高宮晋編 『現代経営学講座 第 4券 人事管理の理論と方式』 昭和 38 年 Ⅵ

を参考にされたい｡

48 C・－・バーナード 2001 年 P20～21｡

49 近代中国工商経済従書 P86｡

50 近代中国工商経済従 P110, P150｡

第 4 章 近代中国における旅行社企業の創業過程について76



51 近代中国工商経済従書 P129｡

52 従業員持株制度について, 河本一郎ほか [著] 『従業員持株制度のすべて』 東京：商事

法務研究会 1970 を参照されたい｡

53 沈昇良 (2003 ) ｢論寧紹邦与上海銭庄｣ 『寧波経済 (財経視点)』 2003 年 11 期｡

54 戴迎華 (2001) ｢論近代鎮江的金融業｣ 『江蘇広播電視大学学報』 第 12 券第 5期｡

55 このような人材の採用方法は当時一部の外国教育を受けた企業家劉鴻生や李鴻章など

も実施していた｡ しかし, 中国全体からみると極めて少ない｡ (聶好春 (2008) ｢知人

善任：近代企業経営与管理―以李鴻章与唐廷樞為中心的探討｣ 『新郷学院学報 (社会科

学版)』 第 22 券 第 2期｡)

56 近代中国工商経済従書 P110～111｡

57 同上｡

58 近代中国工商経済従書 P150｡

59 近代中国工商経済従書 P110～111｡

60 近代中国工商経済従書 P111｡

61 近代中国工商経済従書 P220｡

77



第 5章 過疎化進展のプロセスと過疎対策1

Ⅰ はじめに

わが国では, 1960 年代以降の高度経済成長期に, 農山漁村から都市部に向け

て若者を中心とした人口移動が起こり, 農山漁村において, いわゆる過疎問題が

発生した｡ これに対処するため, 1970 年に過疎法を制定し, 10 年ごとに新しく

過疎法を改正してきた｡ しかし, 農山漁村の過疎地域では, 少子高齢化の進展と

ともに, 若年層の都市部への転出に歯止めがかからず, 地域の若年者率の低下と

高齢者率の上昇は農山漁村地域の過疎化をより一層進行させている｡ このような

過疎化の進行は, 地場産業の衰退による雇用の場の減少, 自治会組織の崩壊, 伝

統行事の消滅, 生活交通路線の休廃止などを生じさせ, 住民の生活基盤そのもの

を失わせつつある｡ このような状況下で, 2010 年 4 月, 現行の過疎地域自立促

進特別措置法が改正され, 地域医療の確保や集落の維持及び活性化などの要件を

追加した改正過疎法2が施行された｡ この改正過疎法の下で新たに 58 市町村が追

加指定され, 現在, 全国で過疎指定市町村は 776 市町村に上っている3｡

本論では, 過疎問題を明確にするとともに過疎化進展のプロセスとそれぞれの

プロセスに対応した過疎対策について考察を行う｡

Ⅱ 過疎問題

過疎という言葉が公式に登場したのは, 1966 年の経済審議会の地方部会での

｢中間報告｣ が最初であり, 同審議会は翌年 10 月に正式に地方部会報告を提出し

ている｡ この報告の冒頭において, ｢昭和三十年代のわが国経済の世界にもまれ

な高度成長が, 地域経済社会に与えた影響はきわめて大きなものであった｣ とし,

その問題点として, 地域格差問題, 過密問題, 過疎問題の 3つを挙げている｡ 地

域格差問題とは都市部と地方との格差問題を指し, 過密問題とは人口が急増する

都市部における問題であり, 過疎問題とは人口が急減する地方における問題であ
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る｡ 過疎問題について, 同報告では, ｢都市への激しい人口移動は人口の減少地

域にも種々の問題を提起している｡ 人口減少地域における問題を“過密問題”に

対する意味で“過疎問題”と呼び, 過疎を人口減少のために一定の生活水準を維

持することが困難になった状態, たとえば防災, 教育, 保健などの地域社会の基

礎的条件の維持が困難になり, それとともに資源の合理的利用が困難となって地

域の生産機能が著しく低下することと理解すれば, 人口減少の結果, 人口密度が

低下し, 年令構成の老齢化が進み, 従来の生活パターンの維持が困難となりつつ

ある地域では, 過疎問題が生じ, また生じつつあると思われる｣4 と述べている｡

つまり, 経済審議会の解釈に従うと, 過疎問題とは, 人口減少問題を指すので

はなく, 人口減少に伴って従来の地域生活のパターンが維持できなくなった地域,

ないしはなりつつある地域において生じる問題を指すのである｡ その意味で, 過

疎問題とは辺地あるいは僻地での問題とは本質的に異なる問題である｡

Ⅲ 過疎化進展のプロセス

過疎地域対策を検討する場合, まずはそれぞれの過疎地域が置かれている状況

を認識し, それぞれの状況に対応した施策を検討していかなければならない｡

過疎地域の状況を把握するために, 過疎化進展のプロセスを図示する｡ 図 1は

過疎地域の人口と集落機能の動態を模式化したものである5｡ 図中には, 集落機

能を表す屈折線と人口を表す曲線 (破線) が図示されている｡ 集落機能とは, 地

域生活を維持するための組織 (寄合・自治会等)や集落維持機能 (草刈り・清掃

等)を意味しており, 人口とは, 集落内の定住者数を示している｡

まず, ｢フェーズⅠ｣ は, 住民の転出などにより人口の急激な減少 (社会減少)

が集落内で顕著になってくる段階である｡ 世帯数や住民数の減少により, 集落内

の維持管理機能はやや停滞するものの, 集落内の住民個々の対応により何とか維

持でき得る段階である｡ この段階では, 若者の多くが転出し, 集落内の高齢化が

一段と進んでいく時期でもある｡ ｢フェーズⅠ｣ の終点を ｢集落過疎化点｣ と呼

ぶならば, この段階では集落の過疎化傾向が誰の目から見ても明らかな状況であ

る｡
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｢フェーズⅡ｣ では, 集落住民の転出による人口の社会減少よりも高齢者の死

亡数の増加による自然減少が顕著となる時期である｡ 集落内の社会減少はやや落

ち着き, 人口の減少傾向はやや緩やかになるものの, 集落内の高齢率が高まり,

集落機能の低下が急速に進む段階である｡ この段階では, 集落内の住民の多くが

高齢者であり, 集落内での自治活動や草刈りや清掃活動などの共同作業を維持す

ることがかなり困難な状況である｡

次に ｢フェーズⅢ｣ に進むと, 集落機能の急激かつ全面的な脆弱化が急速に進

展する｡ この点を ｢集落限界点｣ と呼ぶならば, この限界点を超えてしまうと集

落機能は急激に低下し, いわゆる ｢集落機能消滅点｣ へ進むことになる｡ ｢フェー

ズⅢ｣ は, 集落の ｢限界集落｣ 化と呼ばれる段階であり, 集落内の人口の減少と

同時に高齢化率が 50％を超え, 集落外からの助け無しでは, 集落機能を維持す

ることが困難な状況である｡

最後に ｢フェーズⅣ｣ では, 集落内の人口はさらに減少し, 数名の高齢者のみ

が集落内に定住しており, 集落内の維持機能は完全に消滅する｡ しかし, 人口は

ただちに消滅することはなく, 少数の高齢者が ｢終の住処｣ として集落内に住み
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図 1 過疎化進展のプロセス



続けたり, 先祖から受け継いだ土地や墓を守るために一時的に集落内に滞在した

りする場合がこの段階である｡ ｢フェーズⅣ｣ では, 外部からの政策支援はほと

んど意味を持たない｡

Ⅳ フェーズ区分と過疎対策

集落の過疎化進展のプロセスを 4つのフェーズに区分して捉えたが, 過疎対策

を実施していく場合, それぞれのフェーズに対応した施策が検討されなければな

らない｡ 以下では, それぞれのフェーズごとに必要とされる過疎対策を提示する｡

1 ｢フェーズⅠ｣ の過疎対策

｢フェーズⅠ｣ では, 住民の転出による集落内の人口の急速な減少により, 若

者を中心とする後継者不足, 雇用の場の喪失, 共同作業の一部停止等の問題が集

落内で浮上する｡ この段階では, 自治会活動はまだ維持されており, 地域リーダー

を中心としてさまざまな地域活動を実施できる段階であり, 行政による積極的な

過疎対策が求められる状況にある｡

｢フェーズⅠ｣ の過疎対策として以下のものが考えられる｡

(1) 若年層の雇用の場の創出

集落外に職を求めて転出していく若年層を引き留めるために, 若者対する雇用

の場の創出が必要とされる｡ その対策の一つとしては, 森林資源の有効活用によ

る就業機会の創出である｡ 農山村集落での林業の振興は, 集落内に就業機会を提

供することになる｡ また, 林業と同時に地場産業を振興していくことも雇用の創

出にとって重要な要素である｡

(2) 農林業の振興

集落内が持続していくためには経済的自立が必要である｡ 経済的自立を促すも

のとして, 農産物の地域ブランド化や特産物などの商品化が必要である｡ 同時に

インフラ整備として, 圃場整備や農道等の農業生産基盤の拡充が求められる｡ 近
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年, サルやシカ, イノシシ, アライグマ等の有害鳥獣が農業意欲を低下させるも

のとして問題とされているが, 行政による防除施策の支援が早急に必要とされる｡

(3) 滞在型観光の活用

近年, 滞在型観光の促進により, 農山村と都市部との間で農山村交流が盛んに

なり, 多くの都市住民が過疎化の進む農山村地域に出かけている｡ 農山村におい

て, グリーン・ツーリズムやエコ・ツーリズムが実施され, さまざまな体験型イ

ベントが展開されている｡ また, クラインガルテンなどの滞在型市民農園など実

施する農山村地域も現れている｡ これまでのハコモノに頼る観光から, 産官学民

の協働による観光振興策が必要である｡

｢フェーズⅠ｣ では, 上記以外に, ｢小中学生の山村留学・短期留学の受入支援

策｣, ｢都市住民との交流促進施策の推進｣, ｢新規定住者, 二地域居住者の受け入

れ促進｣, ｢医療体制の充実 (医師不足の解消, 緊急医療体制の構築)｣, ｢生活交

通の確保, バス等の公共交通機関の維持｣, ｢集落支援員等の活用6｣ などの対策

をあげることができる｡

2 ｢フェーズⅡ｣ の過疎対策

まず, ｢フェーズⅡ｣ を初期の段階と後期の段階とに区分する｡ 初期の段階は,

集落過疎化点の近傍にあり, そこでは集落機能の停滞はみられるものの, 住民個々

の対応によりその機能はかろうじて維持されている状況である｡ 住民には地域活

動に対する体力はまだ残されており, 地域リーダーを中心とした活動が可能であ

り, NPO やボランティアとの連携, 都市住民との交流促進や新規定住者の受け

入れなどが実施できる状況にある｡ 後期の段階は, 集落限界点の近傍にあり, そ

こでは集落機能は著しく低下し, 集落内に居住する住民の多くは高齢者となり,

寄合や草刈り, 清掃活動などの共同作業を維持することが困難な状況にあり, 集

落支援員などの協力を得ることにより集落機能をなんとか維持できる段階である｡

この段階では, 高齢者が大半を占めるため, 医療体制の確保や充実, また生活交

通の確保などが地域にとって最も重要な課題となる｡
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｢フェーズⅡ｣ での過疎対策としては以下のものが考えられる｡

まず, 初期の段階の対策としては, ｢空き家｣ 登録制度の確立, NPOやボラン

ティア連携の支援, 小中学生の山村留学・短期留学の受入支援, 都市住民との交

流促進施策の推進, 新規定住者・二地域居住者の受け入れ促進策が必要とされる｡

後期の段階の対策としては, 集落内の住民に対してソーシャルミニマム (上下水

道, 生活道路, 情報通信, 生活インフラ等) を保障する施策が必要とされる｡ ま

た, 高齢者の急増により, 医療体制の確保や充実が求められる｡ その他, ｢フェー

ズⅠ｣ と同様, 集落支援員等の活用や生活交通の確保 (バス等の公共交通機関の

維持) なども重要な対策である｡

3 ｢フェーズⅢ｣ の過疎対策

｢フェーズⅢ｣ を ｢フェーズⅡ｣ と同様, 初期と後期に区分する｡ 初期の段階

は, ｢フェーズⅡ｣ の後期の段階からより人口減少が進み, 高齢化の加速により

集落機能が著しく低下する段階である｡ 初期の段階では, 上下水道, 生活道路,

情報通信, 生活インフラなどのソーシャルミニマムを住民に保障することが過疎

対策の重要な柱となる｡ 後期の段階は, 集落機能消滅点の近傍であり, そこでは

集落機能は完全に停止し, 共同作業は行われず, 少数の高齢者のみが集落内に居

住する状況である｡ 後期の段階に達すると, 集落の再編や統合を推進し, 居住者

を積極的に移転させる施策が求められる｡ 同時に, 荒廃地などが増えるため, 自

然災害や環境保全などの対策が必要とされる｡

｢フェーズⅢ｣ の過疎地域対策としては以下のものが考えられる｡

初期の段階の対策としては, まず ｢フェーズⅡ｣ と同様, ソーシャルミニマム

の保障, 医療体制の確保・充実, 生活交通の確保, 集落支援員等の活用が必要と

される｡ 後期の段階では, 集落の再編・統合の推進, 自然災害への対策, 環境保

全への対策が需要である｡

4 ｢フェーズⅣ｣ の過疎対策

｢フェーズⅣ｣ では, 集落機能は完全に消滅しており, 少数の高齢者のみが居

住する段階である｡ この段階では, ｢フェーズⅢ｣ の後期と同様, 集落再生の支
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援策はほとんど意味を持たず, 住民移転の支援や促進, 自然災害や環境保全への

対策が重要な施策となる｡

｢フェーズⅣ｣ の対策としては, 集落の再編・統合の推進, 住民移転の支援・

促進, 自然災害への対策, 環境保全への対策が必要とされる｡

Ⅴ 要約

上記の過疎化進展のプロセスに伴う過疎集落内の状況とそれに対応した過疎対

策を表 1と 2に要約した｡

過疎化進展のプロセスを 4つのフェーズに区分して過疎対策を考えてみると,
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まず ｢フェーズⅠ｣ では, 雇用の場の喪失による若年層の転出, 集落内の人口や

世帯数の減少, 高齢者率の上昇などが問題化されるが, 自治会活動はまだ健在で

あり, 地域リーダーを中心として, 地域振興を図っていける段階にある｡ このよ

うな状況での過疎対策としては, 若年層の雇用の場の創出, 農林業の振興, 観光

資源の活用促進策, 小中学生の山村留学・短期留学の受入支援, 都市住民との交

流促進施策の推進, 新規定住者の受け入れ促進, 生活交通の確保, 集落支援員や

地域おこし協力隊員の導入・活用などが考えられる｡ 次に ｢フェーズⅡ｣ の段階

では, 集落内において一層高齢化が進み, 自治会活動は停滞し, 空き家や耕作放

棄地などの増加が顕著になる｡ この段階では, 住民の多くは高齢者であり, 住民

が主体となって地域振興を図っていくことが困難な状況である｡ このような状況

では, 外部のNPOや地域活動ボランティアなどが連携して, 地元住民をサポー

トしていかなければならない｡ 行政もそれらの活動を支援していくことが求めら

れる｡ また, 集落内で増加する空き家の登録制度を確立し, 入居者支援を図って

いくことも必要である｡ 高齢者の生活環境 (生活インフラ) を保証することも行

政の役割である｡ 過疎対策として最も重要な段階が ｢フェーズⅡ｣ であり, ｢フェー

ズⅠ｣ から受け継いできた施策の継続性と ｢フェーズⅢ｣ に移行させないための

積極的な対策を講じていかなければならない｡ 実効性のある過疎対策としては,

｢フェーズⅡ｣ の段階にある集落への対策を重点的に実施し, 過疎地域の中でも

拠点となる集落の維持を図ることを優先すべきである｡ 次に ｢フェーズⅢ｣ の段

階では, 集落機能が急激に低下し, もはや住民だけでは集落を維持することが困

難な状況にある｡ この段階では, ｢フェーズⅡ｣ の施策は維持しつつも, 集落支

援策は集落再編や統合の推進が実効性をもつ｡ 特に, 後期では, 行政対策として,

自然災害や環境保全への対策が中心となる｡ 最後に ｢フェーズⅣ｣ の段階では,

集落機能は消滅しており, ごく少数の高齢者や土地や墓を守るための一時的滞在

者のみとなる｡ この段階の行政対策としては, ｢フェーズⅢ｣ の施策とともに住

民移転の支援促進も行われるようになる｡ ｢フェーズⅣ｣ は NPO などの外部組

織の集落支援はほとんど意味を持たない｡

過疎対策として考えるべきことは, 集落の状況をよく理解し, 現在集落がどの

ようなフェーズに位置するのかを考え, 限界集落化 (｢フェーズⅢ｣ の後期以降)
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へ進行させないための対策を講じていくことである｡

Ⅵ おわりに

本論は, 農山村地域の過疎化進展のプロセスを ｢フェーズⅠ｣ から ｢フェーズ

Ⅳ｣ の 4つの区分で捉え, それぞれのフェーズごとの集落の状況を列記し, その

問題点を明示した｡ そして, その区分に対応した過疎対策を提示した｡ 過疎問題

とは, 農山村地域に共通した課題であるが, それは同時にそれぞれの地域特有な

問題でもある｡ つまり, その意味では, 過疎対策とは, あらゆる地域に共通した

課題として一面的に捉えるのではなく, それぞれの地域に対応して多面的に実施

される施策として認識していくことが必要である｡

最後になりますが, 神頭広好教授には本論の掲載の機会をお与え頂き, ここに

記して厚く感謝致します｡

注

1 本論は, ｢過疎集落の現状と分析 (Ⅰ) －過疎化進展のプロセスと過疎対策－｣ (『奈良

県立大学研究季報』 第 21 巻第 3号に掲載予定) を加筆修正したものである｡

2 過疎指定市町村とは, 人口要件と財政力要件の 2つを満たさなければならない｡

まず人口要件では, (1) 昭和 35 年～平成 17 年の 45 年間の人口減少率が 33％以上であ

ること, (2) 昭和 35 年～平成 17 年の 45 年間の人口減少率が 28％以上で, ① 高齢者

率 (65 歳以上) が 29％以上, ② 若年者率 (15 歳以上 30 歳未満) が 14％以下 (ただ

し, (1) (2) の場合, 昭和 55 年～平成 17 年の 25 年間で 10％以上人口増加している団

体は除く｡), (3) 昭和 55年～平成 17年の 25年間の人口減少率が 17％以上であること｡

財政力要件では, 平成 18～20 年度の 3 カ年平均の財政力指数が 0.56 以下等であるこ

と｡

3 奈良県内の過疎地域市町村数は 15 市町村 (38.5％), 人口は 8万 9,335 人 (6.3％), 面

積は 2,639km2 (71.5％) で, 集落数は 468 集落 (15.3％), 高齢者率が 50％以上を占

める集落は 111 集落である｡ 今回新たに山添村が過疎指定を受けた｡

4 今井 (1969) より引用｡

5 過疎化進展のプロセス図は, 小田切 (2009) の 48 頁の図を大幅に加筆修正したもので
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ある｡

6 集落支援員は, 総務省が 2008 年から提言し, 2009 年度から全国の過疎地域の自治体

で導入されているもので, 人口減少や高齢化が深刻な集落を巡回し, 地域活性化策な

どを助言する｡
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あとがき

地理学の分野において, 一般に 2つの都市が引き付け合う力 (例えば, 都市間

の移動人口) を空間的相互作用と呼ぶが, 都市人口を国の観光旅行者に置き換え

るならば, その引力はそれぞれの国家の観光旅行者に比例的であり, 国家間の時

間距離または経済距離 (航空運賃) に反比例的である｡ すなわち, 観光による国

家間の引き合う力 (引力) は, お互いの交流が深まるほど, 交通運賃が安くなる

ほど強くなることを示している｡ ここでの引力は, 言うまでもなくニュートンの

引力の法則にもとづいている｡

『平成 22 年版 観光白書』 観光庁編によると, アジアの 3国 (日本, 中国, 韓

国) 間では平成 12 年から平成 19 年にかけて日本から韓国への旅行者を除くと,

互いに観光客受入数が増加している傾向にあるが, 日本から欧米への観光旅行者

は減少傾向にある｡ この傾向からも分かる通り, 近接した国同士の引力が強まっ

ていることが伺える｡ さらに, これに対して LCC (Low Cost Carrier の略称；

格安航空会社) などの参入も拍車をかけるであろう｡ そのため日本が観光によっ

てマクロ経済の活性化を図るならば, まず外国人観光旅行者を増やすために, 英

語はもとより隣国を大切にして中国語および韓国語による観光・交通サービスを

充実させる必要がある｡ また, リピーターを増やすためには観光資源の情報発信

はもとより日本の得意な産業技術, 医療, 電化製品の販売などを中心としたツー

リズムなどによって差別化を図る必要がある｡

本叢書では, 上記の部分と関連する経済やバリアフリーについてはそれほど触

れられていないものの, 空港, 外国人旅行者の嗜好などの特性に照準が充てられ

ており, 中国における観光および日本の過疎地の開発についても著されている｡

本書が今後の観光研究に貢献できれば幸いである｡
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